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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1)　連結経営指標等

　

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月

売上高 （百万円） 135,105143,206114,578105,896127,790

経常利益又は経常損失
(△)

（百万円） 8,978 4,437 △6,015 △3,475 6,744

当期純利益又は当期純
損失(△)

（百万円） 5,572 2,512 △12,700 △4,294 3,297

包括利益 （百万円） ― ― ― ― 857

純資産額 （百万円） 82,720 78,652 57,258 60,797 61,498

総資産額 （百万円） 168,176160,343143,994137,897134,693

１株当たり純資産額 （円） 648.43 618.26 485.33 423.85 429.82

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

（円） 44.07 19.89 △103.29 △36.11 23.17

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） ― 　― ― ― ―

自己資本比率 （％） 48.7 48.7 39.5 43.8 45.4

自己資本利益率 （％） 7.0 3.1 △18.8 △7.3 5.4

株価収益率 （倍） 23.8 18.5 ― ― 18.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 19,218 11,144 8,134 6,514 8,636

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △13,419△13,020△12,388 △4,891 △8,671

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 1,488 △3,499 16,774△10,405 △3,018

現金及び現金同等物
の期末残高

（百万円） 23,847 17,423 29,267 20,216 16,042

従業員数 （名） 6,935 7,098 6,402 7,216 7,396

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　第62期及び第63期の株価収益率については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。
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(2)　提出会社の経営指標等

　

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成19年３月平成20年３月平成21年３月平成22年３月平成23年３月

売上高 （百万円） 118,172126,063 98,813 95,099 109,607

経常利益又は経常損失
(△)

（百万円） 5,238 2,087 △2,461 △5,272 3,655

当期純利益又は当期純損
失(△)

（百万円） 2,731 1,546 △7,360 △5,915 2,321

資本金 （百万円） 15,751 15,751 15,751 17,884 17,884

発行済株式総数 （株） 127,159,334127,159,334127,159,334142,448,334142,448,334

純資産額 （百万円） 69,168 67,262 55,061 56,632 58,594

総資産額 （百万円） 150,281144,643136,276128,914126,639

１株当たり純資産額 （円） 547.30 532.60 470.20 397.79 411.66

１株当たり配当額 （円） 10.00 12.00 6.00 ― 3.00

(１株当たり中間配当額)　 (5.00) (6.00) (6.00) (―) (―)

１株当たり当期純利益
又は当期純損失(△)

（円） 21.60 12.24 △59.86 △49.74 16.31

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

（円） ― ― ― ― ―

自己資本比率 （％） 46.0 46.5 40.4 43.9 46.3

自己資本利益率 （％） 3.9 2.3 △12.0 △10.6 4.0

株価収益率 （倍） 48.5 30.0 ― ― 25.5

配当性向 （％） 46.3 98.0 ― ― 18.4

従業員数 （名） 851 945 986 987 983

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

３　第62期及び第63期の株価収益率及び配当性向については、１株当たり当期純損失であるため記載しておりませ

ん。
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２ 【沿革】

　

昭和６年８月 故佐藤敏雄が、わが国で初めて電解蓄電器の製品化に成功。

合資会社「佐藤電機工業所」を設立し、生産を開始。

昭和22年８月合資会社「佐藤電機工業所」を改組して日本ケミカルコンデンサー株式会社を設立。

昭和38年５月日本ケミカルコンデンサ株式会社に商号変更。

昭和41年４月小形電解コンデンサを生産するため、宮城工場(宮城県大崎市)を建設。(平成15年10月ケ

ミコン宮城株式会社として分社化。現・連結子会社)

昭和41年６月電解コンデンサ用箔を専門に加工する会社として、株式会社ヒタチ電解箔研究所(茨城県

高萩市)を設立。(旧ＫＤＫ株式会社)

昭和44年３月小形電解コンデンサを量産するため、岩手工場(岩手県北上市)を建設。(平成15年10月ケ

ミコン岩手株式会社として分社化。現・連結子会社)

昭和45年６月海外販売の拠点として、米国に現地法人United Chemi-Con,Inc.(現・連結子会社)を設

立。

昭和45年９月東京証券取引所市場第二部に上場。

昭和47年９月韓国に合弁会社三瑩電子工業株式会社を設立。

昭和50年２月シンガポールに現地法人Singapore Chemi-Con(Pte.)Ltd.(現・連結子会社)を設立。

昭和51年６月大形電解コンデンサの生産増強のため、福島ケミコン株式会社(福島県矢吹町)を設立。

(旧福島工場、平成15年10月ケミコン福島株式会社として分社化。現・連結子会社)

昭和52年２月ヨ ー ロ ッ パ 地 域 へ の 販 売 拠 点 と し て 、 旧 西 独 に 現 地 法 人 E u r o p e

Chemi-Con(Deutsch-land)GmbH(現・連結子会社)を設立。

昭和52年９月東京証券取引所市場第一部に指定される。

昭和54年４月台湾に現地法人台湾佳美工股?有限公司(現・連結子会社)を設立。

昭和56年７月日本ケミコン株式会社に商号変更。

昭和63年12月ケーデーケー株式会社が東京証券取引所市場第二部に上場。(旧ＫＤＫ株式会社)

平成４年６月 米国に電解コンデンサ生産拠点として、現地法人United Chemi-Con,Inc.の子会社として

現地法人United Chemi-Con Manufacturing,Inc.を設立。

平成５年１月 インドネシアに電解コンデンサ生産拠点として、現地法人P.T.Indonesia Chemi-Con(現

・連結子会社)を設立。

平成７年４月 電解コンデンサ部門の業容拡大とタンタルコンデンサ等新分野への進出を目的として、

山形県長井市のマルコン電子株式会社を買収。

平成11年10月材料開発から商品開発に至る経営資源の一体化による効率化を目的として、東京証券取

引所市場第二部のＫＤＫ株式会社と合併。

平成13年11月中国に現地法人貴弥功(無錫)有限公司(現・連結子会社)を設立。

平成15年10月国内生産強化のため、岩手工場(岩手県北上市)、宮城工場(宮城県大崎市)、福島工場(福島

県矢吹町)、北上工場(岩手県北上市)を分社化し、ケミコン岩手株式会社、ケミコン宮城株

式会社、ケミコン福島株式会社、ケミコンシーリングラバー株式会社(現・連結子会社)を

設立。

平成16年７月

平成16年９月

平成22年10月

東京都青梅市から東京都品川区に本店移転。

韓国に合弁会社CU TECH CORPORATIONを設立。

CU TECH CORPORATIONの株式一部売却により、連結子会社から持分法適用関連会社に変

更。
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３ 【事業の内容】
当社の企業集団は当社と子会社31社、関連会社４社で構成され、電子部品等の製造・販売を主たる業務とし
ております。当社の企業集団の事業に係わる位置付けは次のとおりであります。

　
（コンデンサ）　国内において子会社であるケミコン岩手㈱、ケミコン宮城㈱、ケミコン福島㈱、ケミコン
山形㈱、ケミコン米沢㈱が製造しており、当社が仕入・販売をしております。海外では、United Chemi-Con,
Inc.、P.T. Indonesia Chemi-Con、貴弥功（無錫）有限公司、他２社及び関連会社１社が製造・販売してお
り、Europe Chemi-Con (Deutschland)GmbH、Hong　Kong　Chemi-Con　Ltd.他５社が販売しております。また、コ
ンデンサ用材料につきましては、当社が製造・販売するほか、国内では福島電気工業㈱他４社、海外では
Chemi-Con Materials Corporation 他１社にて製造しており、国内はＫＤＫ販売㈱、海外はHong Kong KDK
Ltd.他１社が販売しております。
（その他）　国内子会社のケミコン長岡㈱他２社及び関連会社１社が製造しており、当社が仕入・販売し
ております。また、海外では佳美工機械股?有限公司、関連会社１社が製造・販売しております。

　
［事業系統図］

以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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４ 【関係会社の状況】

　

名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業

の内容

議決権の所
有又は被所
有割合(％)

関係内容

(連結子会社) 　 　 　 　 　

ケミコン岩手株式会社※
岩手県

北上市

百万円

400

コンデンサの

製造販売
100.00

当社が製品を仕入れている。

役員の兼任２名。

土地、建物の貸与。

ケミコン宮城株式会社※
宮城県

大崎市

百万円

400

コンデンサの

製造販売
100.00

当社が製品を仕入れている。

役員の兼任２名。

土地、建物の貸与。

運転資金の貸付。

ケミコン福島株式会社※
福島県

矢吹町

百万円

400

コンデンサの

製造販売
100.00

当社が製品を仕入れている。

役員の兼任２名。

土地、建物の貸与。

福島電気工業株式会社
福島県

喜多方市

百万円

400

アルミ電極箔の

製造販売
100.00

アルミ電極箔の加工を委託して

いる。

役員の兼任２名。

運転資金の貸付。

日栄電子株式会社
岩手県

北上市

百万円

65

コンデンサ用

アルミケース

の製造販売

100.00

当社が製品を仕入れている。

役員の兼任１名。

運転資金の貸付。

ＫＤＫ販売株式会社
東京都

品川区

百万円

50

アルミ電極箔の

販売
100.00

当社が製品を供給している。

役員の兼任２名。

運転資金の貸付。

岩手電気工業株式会社
岩手県

北上市

百万円

400

アルミ電極箔の

製造販売
100.00

アルミ電極箔の加工を委託して

いる。

役員の兼任１名。

運転資金の貸付。

日高エレクトロン株式会社

(注３)

北海道

様似町

百万円

100

アルミ電極箔の

製造販売
50.00

アルミ電極箔の加工を委託して

いる。

役員の兼任１名。

ケミコンシーリングラバー

株式会社

岩手県

北上市

百万円

100

コンデンサ用

封口ゴムの

製造販売

100.00

当社が製品を仕入れている。

役員の兼任１名。

土地、建物の貸与。

Chemi-Con Materials

Corporation※

Moses Lake,

Washington, 

U.S.A

US$　千

60,000

アルミ電極箔の

製造販売
100.00

アルミ電極箔の加工を委託して

いる。

役員の兼任１名。

Chemi-Con Material

Logistics Ltd.

Kowloon, 

Hong Kong

HK$　千

30,000

アルミ電極箔の

販売
100.00

当社が製品を供給している。

役員の兼任１名。

運転資金の貸付。

Dong Guang KDK

Aluminum Foil

Manufacture Ltd.

廣東省

中華人民共和国

HK$　千

64,800

アルミ電極箔の

製造販売

100.00

(100.00)

アルミ電極箔の加工を委託して

いる。

Hong Kong KDK Ltd.
Kowloon,

Hong Kong

HK$　千

2,500

アルミ電極箔の

販売

100.00

(100.00)
当社が製品を供給している。

ケミコン山形株式会社
山形県

長井市

百万円

200

コンデンサの

製造販売
100.00

コンデンサの製造を委託してい

る。

役員の兼任２名。

土地、建物の貸与。

運転資金の貸付。

Chemi-Con (Malaysia)

Sdn.Bhd.※

Kuala Langat,

Selangor Darul 

Ehsan,Malaysia

RINGIT　千

60,000

コンデンサの

製造販売
100.00

当社が製品及び原材料を供給し

ている。

運転資金の貸付。

ケミコン米沢株式会社
山形県

川西町

百万円

80

コンデンサの

製造販売
100.00

コンデンサの製造を委託してい

る。

土地、建物の貸与。

役員の兼任２名。

Singapore Chemi-Con

(Pte.) Ltd.

Jurong, 

Singapore

S$　千

10,000
コンデンサの販売 100.00

当社が製品を供給している。

役員の兼任１名。

Chemi-Con Electronics

(Thailand) Co.,Ltd.

Bangkok, 

Thailand

THB　千

28,000
コンデンサの販売

100.00

(100.00)
当社が製品を供給している。

台湾佳美工股?有限公司※
台湾省　

中華民國

NT$　百万

600

コンデンサの

製造販売
100.00

当社が製品及び原材料を供給し

ている。

役員の兼任１名。
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名称 住所
資本金又は
出資金

主要な事業

の内容

議決権の所
有又は被所
有割合(％)

関係内容

United Chemi-Con , Inc.※

Rosemont, 

Illinois, 

U.S.A

US$　千

30,000

コンデンサの

製造販売
100.00

当社が製品及び原材料を供給し

ている。

役員の兼任１名。

運転資金の貸付。

Europe Chemi-Con

(Deutschland) GmbH

Nuremberg, 

Germany

EURO　千

2,045
コンデンサの販売 100.00

当社が製品を供給している。

役員の兼任１名。

運転資金の貸付。

Hong Kong Chemi-Con

Ltd.※(注５)

Quarry Bay, 

Hong Kong

HK$　千

35,000
コンデンサの販売 100.00当社が製品を供給している。

Chemi-Con Trading

(Shenzhen) Co.,Ltd.

深?市　

中華人民共和国

US$　千

500
コンデンサの販売

100.00

(100.00)
当社が製品を供給している。

P.T.Indonesia Chemi-Con※

Cikarang Selatan, 

Bekasi, 

Indonesia

US$　千

36,000

コンデンサの

製造販売

90.00

(10.83)

当社が製品及び原材料を供給し

ている。

運転資金の貸付。

上海貴弥功貿易有限公司※

(注６)

上海市

中華人民共和国

US$　千

3,000
コンデンサの販売 100.00

当社が製品を供給している。

役員の兼任１名。

貴弥功（無錫）有限公司※
江蘇省無錫市

中華人民共和国

US$　千

38,000

コンデンサの

製造販売
100.00

当社が原材料を供給している。

役員の兼任１名。

ケミコン精機株式会社
東京都

青梅市

百万円

20

機械器具及び部品

の製造販売
100.00

当社が製品を仕入れている。

役員の兼任１名。

土地、建物の貸与。

佳美工機械股?有限公司
台湾省

中華民國

NT$　百万

10

機械器具及び部品

の製造販売

100.00

(100.00)

当社が製品を仕入れている。

役員の兼任１名。

岩手エレクトロニクス株式会社
岩手県

北上市

百万円

400

電子部品の

製造販売
100.00

当社が製品を仕入れている。

役員の兼任２名。

土地、建物の貸与。

運転資金の貸付。

ケミコン長岡株式会社
新潟県

長岡市

百万円

50

電子機器及び部品

の製造販売
100.00

当社が製品を仕入れている。

また、コンデンサの製造を委託

している。

役員の兼任２名。

土地、建物の貸与。

運転資金の貸付。

Chemi-Con Electronics

(Korea) Co.,Ltd.

ソウル特別市

大韓民国

WON　百万

50

電子機器及び部品

並びに精密機器の

販売

100.00
当社が製品を供給している。

運転資金の貸付。

(持分法適用関連会社) 　 　 　 　 　

三瑩電子工業株式会社

京畿道

城南市

大韓民国

WON　百万

10,000

アルミ電解コンデ

ンサの製造販売
33.40

当社が製品を仕入れている。

また、同社に当社の製品及び材

料等を販売している。

役員の兼任１名。

CU TECH CORPORATION (注４)

京畿道

平澤市

大韓民国

WON　百万

7,000

電子機器及び部品

の製造販売
29.29

役員の兼任１名。

運転資金の貸付。

マルコンデンソー株式会社
山形県

飯豊町

百万円

37

自動車電装品等の

製造販売
20.00役員の兼任１名。

(注) １　「議決権の所有又は被所有割合」欄の(　)は間接所有割合であり、内数であります。

２　会社の名称欄※は特定子会社であります。

３　日高エレクトロン株式会社の持分は、100分の50でありますが、実質的に支配しているため子会社としておりま

す。

４　当連結会計年度より、CU TECH CORPORATIONは、連結子会社から持分法適用関連会社となりました。詳細は「連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご参照ください。

５　Hong Kong Chemi-Con Ltd.については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める

割合が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　　　　(1)　売上高　　　　 26,964 　百万円

　　　　　　　　　　　　(2)　経常利益　　　　1,156 　百万円

　　　　　　　　　　　　　　(3)　当期純利益　      975 　百万円

　　　　　　　　　　　　(4)　純資産額        1,146 　百万円

　　　　　　　　　　　　(5)　総資産額　 　　10,197 　百万円
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６　上海貴弥功貿易有限公司については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占める割

合が10％を超えております。

　　主要な損益情報等　　　　(1)　売上高　　　　 18,650　 百万円

　　　　　　　　　　　　(2)　経常利益　 　　 1,185　 百万円

　　　　　　　　　　　　　　(3)　当期純利益　      927　 百万円

　　　　　　　　　　　　(4)　純資産額        2,087　 百万円

　　　　　　　　　　　　(5)　総資産額　 　 　7,198　 百万円
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５ 【従業員の状況】

(1)  連結会社の状況

平成23年３月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

コンデンサ 7,244

その他 152

合計 7,396

(注) 従業員数は就業人員であります。臨時雇用者は含みません。

　

(2)  提出会社の状況

平成23年３月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

983 39.5 16.1 5,786

　

セグメントの名称 従業員数(名)

コンデンサ 970

その他 13

合計 983

(注) １  従業員数は、就業人員であります。

２  平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

３  従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均年間給与には、臨時雇用者は含みません。

　

(3)  労働組合の状況

当社グループの労働組合は、各社が労働組合を組織し、ケミコン労働組合連合会を形成しております。

平成23年３月31日現在の連合会組合員総数は1,940名であります。

なお、労使関係は安定しております。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1)　業績

当連結会計年度における世界経済は、中国など新興国で堅調な景気拡大が続き、米国でも緩やかながら

景気回復の動きが見られました。欧州におきましても全体としては景気は緩やかな回復基調で推移致しま

したが、財政危機の影響から一部の国では停滞も見られました。日本国内におきましては、景気刺激策の効

果や輸出の増加により生産に持ち直しの動きが見られ、設備投資も増加に転じるなど、上半期は、景気は緩

やかな回復傾向で推移致しました。下半期に入りましても、在庫調整等による一時的な停滞局面はありま

したが、好調な生産に消費マインドの改善が加わり、期末に向けて自律回復の動きが広がってまいりまし

た。しかし、こうした中で３月に発生しました東日本大震災は、被災地への甚大な損害はもとより、多くの

サプライ・チェーンが破壊、寸断されたことなどにより、海外を含めた広範囲な経済活動に大きな支障を

きたし、今後の景気への影響が懸念されております。

当社グループを取り巻く市場環境につきましては、昨年の夏以降、為替市場における円高が急激に進行

したため、収益面への影響はありましたが、景気刺激策の効果や海外の景気改善により、電子部品の需要は

堅調に推移致しました。

このような経営環境のもとで、当社グループと致しましては、新興国市場を中心とした販売活動を積極

的に推進致しました。また、収益性の面からは、生産性向上を目指す改善活動でありますＰＩ

（Productivity Innovation）プロジェクトの活動を展開して、設備稼働率の向上や歩留まりの改善に取

り組みました。更に、急激な円高の進行に対して、海外生産比率並びに原材料購入通貨の外貨建て比率の拡

大に取り組みましたほか、販売価格につきましても継続して是正を推し進めました。

新製品につきましては、デジタル家電、カーエレクトロニクス、パワーエレクトロニクスの各市場に向

け、それぞれの用途や特性に最適化した高付加価値な各種アルミ電解コンデンサを開発致しました。

なお、今後、新エネルギー関連市場の更なる拡大が見込まれることから、大形アルミ電解コンデンサの生

産能力を増強するために、手狭になった Chemi－Con (Malaysia) Sdn. Bhd. を隣接地に建設した新工場

に移転し、本年２月より新工場での生産を開始致しました。

また、この度の東日本大震災に際し、当社グループにおきましては、人命に関わる被害はありませんでし

たが、一部の事業所では建屋及び生産設備等に被害を受け、生産を一時停止致しました。このような状況に

対し、当社グループでは、被災した事業所の復旧に全力で取り組むと共に、海外生産拠点における緊急増産

にも着手し、国内での生産減少分を補うべく努めてまいりました。比較的被害の大きかったケミコン宮城

㈱（宮城県大崎市）におきましては４月中旬以降、また、当社高萩工場（茨城県高萩市）におきましては

４月下旬以降、それぞれ準備の整った生産ラインから順次稼動を再開致しました。この他の事業所におき

ましては、一部で被害を受けた事業所もありましたが、比較的短期間に稼動可能な状態に復旧致しました。

なお、稼動可能な状態に復旧した事業所におきましても、原材料、電力、燃料等の供給不足により、一部で通

常より生産数量を落として操業致しました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は1,277億90百万円（前期比20.7％増）、営業利益は81億55百

万円（前期営業損失30億36百万円）、経常利益は67億44百万円（前期経常損失34億75百万円）、当期純利

益は32億97百万円（前期当期純損失42億94百万円）となりました。

　
セグメントの業績は次のとおりであります。

（コンデンサ）

中国を中心としたアジア地域において、パソコンや薄型テレビ等のデジタル家電機器、またインバータ

・産業機器関連の需要が堅調に推移したことなどにより、売上高は1,197億86百万円（前期比23.9％

増）、セグメント利益は83億63百万円（前期セグメント損失27億21百万円）となりました。

（その他）

アモルファスチョークコイルの増加はありましたが、メカ部品やリセール品の減少などにより、売上高

は80億３百万円（前期比13.2％減）、セグメント損失は２億７百万円（前期セグメント損失３億15百万

円）となりました。
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(2)　キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ41億73百万円減少し、160

億42百万円となりました。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ21億21百万円増加し、86億36百万円の収

入となりました。

主な収入は税金等調整前当期純利益47億64百万円、減価償却費91億15百万円であり、主な支出は売上債

権の増加44億47百万円、たな卸資産の増加25億19百万円であります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ37億79百万円減少し、86億71百万円の支

出となりました。

主な支出はコンデンサ生産設備の増設及び合理化投資による90億22百万円であります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは前連結会計年度に比べ73億87百万円増加し、30億18百万円の支

出となりました。

主な支出は借入金の返済32億77百万円であります。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

(1)　生産実績

当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 118,426 27.9

その他 5,928 △15.6

合計 124,354 24.8

(注) １　金額は販売価格によっております。

　　 ２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(2)　受注実績

当連結会計年度における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 受注高(百万円) 前年同期比(％) 受注残高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 125,775 16.6 31,334 23.6

その他 7,648 △20.6 824 △30.1

合計 133,424 13.6 32,158 21.2

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3)　販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。
　

セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％)

コンデンサ 119,786 23.9

その他 8,003 △13.2

合計 127,790 20.7

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　　 ２　総販売実績に対して10％以上に該当する得意先はありません。
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３ 【対処すべき課題】

(1) 当面の対処すべき課題の内容等

今後の見通しにつきましては、東日本大震災の影響による生産活動の低下や個人消費の落ち込みに加

え、原油、原材料価格の高騰など懸念材料が多く、不透明な経営環境となることが予想されます。

当社グループにおきましては、東日本大震災により被害を受けた事業所の復旧に向けた活動を最優先

で進めてまいりましたが、復旧後も電力使用制限による操業への影響が想定されるため、このような事態

への対応につきましても必要な措置を早急に講じてまいります。

また、平成23年４月より「第６次中期経営計画」をスタート致しました。当社グループを取り巻く市場

環境は、太陽光・風力発電等の新エネルギー関連市場やＬＥＤ照明・インバータ等の省エネルギー関連

市場の更なる拡大、エコカー市場のますますの成熟、スマートグリッド構想の実現により創出される新市

場など、環境関連分野の持続的な伸長が中長期的に期待されます。当社グループは、このような分野に向

けて新製品を積極的に拡販してまいりますと共に、当社グループが蓄積してきたアルミ電解コンデンサ

技術や電気二重層キャパシタ技術、ナノ材料技術等を更に発展させ、ナンバーワン製品を多数生み出すこ

とで、環境関連分野におけるソリューション企業としての位置づけを確固たるものにしてまいります。更

に、為替変動リスク軽減のための施策として、海外生産拠点の生産能力増強や原材料の外貨建て購入比率

の拡大等に引き続き取り組んでまいります。

　
(2) 株式会社の支配に関する基本方針

当社は、1931年の創業以来、アルミ電解コンデンサのリーディングカンパニーとしてエレクトロニクス

市場にアルミ電解コンデンサをはじめとする各種電子部品を安定的に供給してまいりました。当社グ

ループの特色は、これらの材料研究から生産設備の設計、製品化に至るまでのあらゆるプロセスをグルー

プ内で一貫して行うことにあり、これにより当社グループは顧客に対して常に独創的で信頼性の高い電

子部品を供給することが可能になっております。また、当社グループではアルミ電解コンデンサ用電極箔

等の材料開発や将来を見据えた素材の基礎研究に積極的に取り組んでおり、これらを活かした新製品の

開発・事業化には多くの時間と経営資源を投入しております。このため当社は、経営方針の継続性を一定

期間維持する必要があり、定期的に３ヵ年の中期経営計画を策定し経営の効率化に努めております。更

に、これらの事業運営にあたっては、「環境と人にやさしい技術への貢献」を企業理念に掲げ、研究開発

から生産活動などの企業活動の全域にわたり地球環境の保全に取り組んでおり、当社はこの企業理念の

もと、各種電子部品の開発・供給を通じてエレクトロニクス産業の発展に寄与することが当社の企業価

値ひいては株主共同の利益の向上につながるものと考えております。

従って、当社では、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者とは、以上のような当社グループの

経営、企業理念及び様々なステークホルダー（顧客、取引先、従業員、地域社会等）との間に築かれた関係

等、当社の企業価値の源泉を十分に理解し、当社が企業価値ひいては株主共同の利益を継続的かつ持続的

に確保・向上していくことを可能とする者でなければならないと考えております。

当社は、上場会社であり市場の判断に基づく経営支配権の異動を通じた経営革新の効果や企業活動の

活性化を否定するものではありませんが、当社株式の大量取得を目的とする買付けについては、当該買付

け行為又は買収提案の当社の企業価値、株主共同の利益への影響を慎重に検討し判断する必要があると

考えております。

現在のところ、当社ではいわゆる「買収防衛策」を予め定めることはしておりません。しかし、当社と

致しましては、株主の皆様から経営を負託された者の責務として、常に当社の株式取引や異動の状況に重

大な関心を持つと共に、有事対応のコンテンジェンシー・プランを策定し、当社株式を大量に取得しよう

とする者が出現した場合には、社外の専門家を含めたプロジェクトチームを組織し、当該買収提案の評価

や当該取得者との交渉を行い、当社の企業価値、株主共同の利益に資さないと判断された場合には、直ち

に具体的な対抗措置の要否、内容等を速やかに決定し、実行する体制を整えるなど、当社として最も適切

と考えられる措置を講じてまいります。

　
４ 【事業等のリスク】

経営成績、株価及び財政状態等に影響を及ぼす可能性のあるリスクには以下のようなものがあります。な

お、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日（平成23年６月29日）現在において当社グ

ループが判断したものであります。
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(1) 経済状況について

当社グループは、コンデンサ及びその他の電子部品の製造・販売を主たる事業としており、事業活動は

日本、北米、欧州、アジア等グローバルに展開されております。そのため、当社グループの製品が販売され

ている国、地域の経済状況の変動は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性がありま

す。

(2) 為替レートの変動

当社グループの製品は日本国内のほか北米、欧州、アジア等の地域に販売されており、連結売上高に占

める海外売上高の割合は、平成22年３月期75.3％、平成23年３月期75.5％となっております。このため為

替予約等によりリスクヘッジを行っておりますが、全てをカバーできる保証はなく、当社グループの業績

は為替変動の影響を受ける可能性があります。

また、連結財務諸表を作成するにあたって在外子会社の財務諸表を円換算しておりますが、換算時の為

替レートにより、現地通貨における価値に変動がなくても、円換算後の価値が影響を受け、業績が変動す

る可能性があります。

(3) 価格競争

当社グループが製造・販売する電子部品のうち、主力製品であるアルミ電解コンデンサにおいて、中国

及び台湾メーカーの台頭等により価格競争が激しくなってきております。当社グループと致しましては、

コストダウンの推進、高付加価値製品の開発、海外生産体制の再編等により競争の激化に対応しておりま

すが、低価格市場における競争は当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(4) 原材料等の価格変動について

当社グループはアルミ箔や重油をはじめとした原材料等の仕入価格上昇によるコストアップの影響を

受ける可能性があります。

当社グループでは、海外製造会社における現地調達の推進や生産性向上等によるコストダウンを継続

して行うなど、リスク回避対策に取り組んでおりますが、急激な原材料等の価格高騰は、当社グループの

業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(5) 製品の欠陥

当社グループは、世界各拠点で、世界的に認められている品質管理基準に従って、製造を行っておりま

す。

しかし将来にわたり、全ての製品において欠陥が発生しないという保証はありません。また、生産物賠

償責任保険に加入しておりますが、この保険が賠償額を十分にカバーできるという保証はありません。

今後更に品質管理の強化を図ってまいりますが、大規模な製品の欠陥の発生は当社グループの業績及

び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 公的規制の変更・強化に関するリスク

当社グループが事業を展開する国内外での進出先における、法令または公的規制等の重要な変更は、当

社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

また、当社グループの事業は環境法令の適用を受けており、法令等の重要な変更によっては環境責任の

リスクを抱える可能性があります。

(7) 自然災害や突発的事象発生のリスク

地震等の自然災害や突発的事象に起因する、設備の破損、電力・水道の供給困難等による生産の停止

は、当社グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。
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６ 【研究開発活動】

当連結会計年度における当社グループの研究開発活動は、材料から製品までの一貫した開発体制を活か

した新製品開発や、より高い品質レベルの追及、環境負荷の更なる低減などに重点をおいて取り組んでまい

りました。

当連結会計年度の研究開発費の総額は36億42百万円であり、主な研究開発活動は次のとおりであります。

　

（コンデンサ）

　現行の電気二重層キャパシタを凌ぐ性能を持った、次世代キャパシタの研究開発に継続して取り組んで

おります。その成果の一端と致しまして、国立大学法人東京農工大学との共同研究により、ナノ結晶化し

たチタン酸リチウムを電極材料に用いた「ナノハイブリッドキャパシタ」の開発に成功致しました。量

産技術の確立を含めまして、今後も引き続き製品化に向けた技術開発に注力してまいります。
　

太陽光発電用パワーコンディショナーや、産業用機器等に用いられるスイッチング電源、汎用インバー

タ等に向けた製品と致しまして、定格電圧を500Ｖに高めた基板自立形アルミ電解コンデンサ「ＫＭＳシ

リーズ」を商品化致しました。当社では、今後更なる拡大が見込まれている新エネルギー分野を中心とし

たパワーエレクトロニクス市場向け製品と致しまして、大形アルミ電解コンデンサや電気二重層キャパ

シタ等の研究開発を一層強化しております。

カーエレクトロニクス分野では、各種ＥＣＵ（エレクトロニック・コントロール・システム）用途に、

ＥＳＲ（等価直列抵抗）を従来品から約35％低減した、高耐熱性のチップ形アルミ電解コンデンサ「Ｍ

ＨＪシリーズ」を開発致しました。

また、家電機器やカーエレクトロニクス機器のデジタル化や小型化、高性能化に対応した製品と致しま

して、高周波特性を改善したリード形アルミ電解コンデンサ「ＬＺＡシリーズ」を開発し、商品化致しま

した。

一方、導電性高分子アルミ固体電解コンデンサでは、パソコンや薄型テレビのＤＣ/ＤＣコンバータに

最適な、定格電圧16～25Ｖのチップ形「ＰＸＦシリーズ」及びリード形「ＰＳＦシリーズ」に、従来品か

ら最大で約70％小形化した製品を追加致しました。また、産業用機器やカーエレクトロニクス機器向けに

は、定格電圧を63Ｖに高めたチップ形「ＰＸＶシリーズ」及びリード形「ＰＳＶシリーズ」を開発致し

ました。
　

アルミニウム電極箔、封口ゴム、電解質等、新製品開発を支えるコンデンサ用材料の研究開発に注力致

しました。特にアルミニウム電極箔の高容量化、品質の安定化、生産性向上のための技術開発に積極的に

取り組みました。

  また、国立大学法人東京農工大学との共同研究により、次世代リチウムイオン電池等への応用が期待さ

れる高出力電池材料の開発を進めております。ナノレベルに粒子化した材料と炭素基材を複合化する

「ナノハイブリッド技術」を応用することで、高い安全性と性能を両立させた電池材料の開発を目指し

ております。将来の事業化を視野に入れながら、引き続き研究開発活動を継続してまいります。
　

当連結会計年度における研究開発費の金額は34億77百万円であります。

　

（その他）

カメラモジュール、アモルファスチョークコイル等の製品開発を行っております。

当連結会計年度における研究開発費の金額は１億64百万円であります。
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７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　

(1)　当連結会計年度の財政状態の分析

当連結会計年度末における総資産は、前連結会計年度末（以下前期末）比32億４百万円減少し、

1,346億93百万円となりました。

流動資産は、借入金の返済による現金及び預金の減少、売上増による売掛金及び未収入金の増加を主

な要因として、前期末比８億23百万円減少し、718億24百万円となりました。

固定資産は、有形固定資産が前期末比14億99百万円、投資有価証券の下落などにより投資その他の資

産が前期末比10億４百万円それぞれ減少したことを主な要因として、前期末比23億81百万円減少し628

億68百万円となりました。

当連結会計年度末の負債の合計は、前期末比39億５百万円減少し、731億94百万円となりました。

流動負債は、短期借入金の返済、未払金の増加、東日本大震災による災害損失引当金の計上などを主

な要因として、前期末比34億80百万円減少し360億41百万円、固定負債は前期末比４億24百万円減少し

371億53百万円となりました。

有利子負債（短期借入金、１年内償還予定の社債、社債、長期借入金の合計額）は前期末比48億96百

万円減少し、416億51百万円となりました。

当連結会計年度末の純資産の合計は、前期末比７億１百万円増加し614億98百万円となりました。主

な増減の要因は、当期純利益の計上及び為替換算調整勘定の減少などであります。

利益剰余金は、前期末比32億97百万円増加し153億32百万円となりました。その他有価証券評価差額

金は、当連結会計年度末における株価の下落により前期末比３億38百万円減少し５億49百万円となり

ました。為替換算調整勘定は、円高に伴い前期末比21億９百万円減少し△87億49百万円となりました。

これらの結果、自己資本比率は前期末43.8％から45.4％となり、１株当たり純資産額は423円85銭か

ら429円82銭となりました。

　

(2)　当連結会計年度の経営成績の分析

当連結会計年度の売上高は、中国を中心としたアジア地域において、パソコンや薄型テレビ等のデジ

タル家電機器、またインバータ・産業機器関連向けコンデンサの需要が増加したことなどにより、前連

結会計年度比218億94百万円増加し、1,277億90百万円となりました。

地域別では、アジアでの伸長に加え、米州及び欧州においても売上高が増加致しました。これにより、

連結売上高に占める海外売上高の割合は、75.5%となりました。

営業利益につきましては、売上増による増収及び工場のコストダウンなどにより81億55百万円（前

期営業損失30億36百万円）となりました。

経常利益につきましては、円高による為替差損の計上などにより、67億44百万円（前期経常損失34億

75百万円）となりました。

当期純利益は、東日本大震災による災害損失を特別損失に計上したことなどにより、32億97百万円

（前期当期純損失42億94百万円）となりました。

　

　

(3)　キャッシュ・フローの状況の分析

当連結会計年度におけるキャッシュ・フローの状況につきましては、１　業績等の概要　(2)キャッ

シュ・フローの状況に記載のとおりであります。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当連結会計年度の設備投資総額は96億14百万円であります。

セグメント別の設備投資については、次のとおりであります。

コンデンサにおいては、導電性高分子アルミ電解コンデンサの生産設備及びアルミ電解コンデンサ用電

極箔の生産設備の増強などにより95億19百万円、その他においては94百万円の投資を実施致しました。

なお、上記投資金額には有形固定資産に加え無形固定資産の金額を含めて記載しております。

　

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 17/121



　

２ 【主要な設備の状況】

(1)　提出会社

平成23年３月31日現在

事業所名

(所在地)

セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(名)
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)

リース

資産
その他 合計

高萩工場

（茨城県

　高萩市）

コンデンサ
コンデンサ用

電極箔生産設備
1,521 2,275

682

(39,192)

[(10,164)]

― 139 4,618 272

新潟工場

（新潟県

　北蒲原郡）

コンデンサ
コンデンサ用

電極箔生産設備
1,873 1,395

788

(55,291)
― 45 4,102 106

福島事業所

（福島県

　矢吹町）

コンデンサ 研究開発設備 113 219

437

(57,818)

《(47,365)》

15 159 945 144

その他 コンデンサ 統括事業設備 5,851 2,177

4,397

(300,479)

《(227,550)》

243 397 13,067461

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２　上記中の［　］内は、連結会社以外からの賃借中のもので、外数であります。

３　上記中の《　》内は、連結会社への貸与中のもので、内数であります。

４　現在休止中の設備はありません。

５　事業所その他の建物の主なものは、独身寮用の建物(神奈川県川崎市)で金額957百万円であります。

６　連結会社以外からの主要な賃借設備の内容は、下記のとおりであります。

　
事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

年間

リース料

(百万円)

リース契約
残高

(百万円)

本社

（東京都品川区）
コンデンサ ＩＢＭ汎用コンピュータ 33 95

　

(2)　国内子会社

平成23年３月31日現在

会社名 所在地
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(名)
建物及び

構築物

機械装置

及び運搬具

土地

(面積㎡)
その他 合計

ケミコン岩手

株式会社

岩手県

北上市
コンデンサ

小形コンデンサ

生産設備
― 1,031

―

{(47,436)}
92 1,124251

ケミコン宮城

株式会社

宮城県

大崎市
コンデンサ

超小形コンデンサ

生産設備
― 2,141

―

{(69,064)}
58 2,200368

ケミコン福島

株式会社

福島県

矢吹町
コンデンサ

大形コンデンサ

生産設備
― 930

―

{(47,365)}
19 950 185

福島電気工業

株式会社

福島県

喜多方市
コンデンサ

コンデンサ用

電極箔生産設備
1,222 1,319

893

(64,883)
29 3,46489

ケミコン山形

株式会社

山形県

長井市
コンデンサ

コンデンサ

生産設備
― 763

―

{(54,145)}
17 781 181

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２　上記中の{　}内は、提出会社からの賃借中のもので、外数であります。

３　現在休止中の設備はありません。
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(3)　在外子会社

平成23年３月31日現在

会社名 所在地
セグメントの

名称
設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(名)建物及び
構築物

機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

Chemi-Con 
Materials 
Corporation

Moses Lake,
Washington, 
U.S.A.

コンデンサ
コンデンサ用
電極箔生産設備

266 2,291
─

[(7,551)]
336 2,895 59

Chemi-Con 
(Malaysia)
Sdn.Bhd.

Kuala Langat,
Selangor Darul
Ehsan,
Malaysia

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

825 721
111

(36,030)
16 1,674626

United Chemi-
Con, Inc.

Rosemont,
Illinois,
U.S.A.

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

260 552
200

(197,559)
49 1,062339

P.T.Indonesia
Chemi-Con

Cikarang
Selatan,
Bekasi,
Indonesia

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

488 1,450
208

(52,555)
27 2,1751,945

貴弥功(無錫)
有限公司

江蘇省無錫市
中華人民共和国

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

629 2,162
─

[(58,400)]
84 2,8761,147

台湾佳美工股?
有限公司

台湾省
中華民國

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

235 1,233
62

(6,184)
[(1,566)]

245 1,776431

(注) １　帳簿価額のうち「その他」は、工具器具及び備品であり、建設仮勘定は含んでおりません。

２　上記中の［　］内は、連結会社以外からの賃借中のもので、外数であります。

３　現在休止中の設備はありません。
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３ 【設備の新設、除却等の計画】

(1)　重要な設備の新設等

　

会社名
(事業所名)

所在地
セグメントの
名称

設備の内容

投資予定金額
資金調達
方法

着手及び完了予定年月
完了後の
増加能力総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

着手 完了

提出会社

(ケミコン山形

　　 内)

山形県
長井市

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

376 41自己資金
平成23年
１月

平成23年
９月

―

提出会社
(高萩工場）

茨城県
高萩市

コンデンサ

コンデンサ用
電極箔生産設備

1,096 676自己資金
平成22年
７月

平成23年
６月

21％増加

コンデンサ用
電極箔生産設備

352 79自己資金
平成22年
10月

平成23年
５月

―

コンデンサ用
電極箔生産設備

770 0 自己資金
平成23年
３月

平成24年
６月

―

提出会社
(新潟工場)

新潟県
北蒲原郡

コンデンサ
コンデンサ用
電極箔生産設備

680 3 自己資金
平成22年
10月

平成23年
10月

―

ケミコン岩手
株式会社

岩手県
北上市

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

392 236自己資金
平成22年
７月

平成23年
７月

166％増加
（注）

ケミコン宮城
株式会社

宮城県
大崎市

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

698 519自己資金
平成22年
６月

平成23年
９月

22％増加

福島電気工業
株式会社

福島県
喜多方市

コンデンサ
コンデンサ用
電極箔生産設備

336 ― 自己資金
平成22年
４月

平成23年
６月

19％増加

ケミコン山形
株式会社

山形県
長井市

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

586 ― 自己資金
平成23年
４月

平成24年
９月

236％増加

ケミコン米沢
株式会社

山形県
東置賜郡

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

364 ― 自己資金
平成23年
２月

平成23年
９月

17％増加

Chemi-Con 
(Malaysia)
Sdn.Bhd.

Kuala Langat,
Selangor Darul
Ehsan,
Malaysia

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

376 ─ 自己資金
平成23年
３月

平成23年
11月

13％増加

P . T .
Indonesia
Chemi-Con

Cikarang
Selatan,
Bekasi,
Indonesia

コンデンサ
コンデンサ
生産設備

342 ─ 自己資金
平成23年
３月

平成23年
12月

18％増加

(注) 小径長Ｌ型コンデンサに対する増加能力であります。

　

(2)　重要な設備の除却等

特記すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 396,132,000

計 396,132,000

　

②　【発行済株式】

　

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(平成23年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年６月29日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 142,448,334142,448,334
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 142,448,334142,448,334─ ─

　

(2) 【新株予約権等の状況】

 

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(百万円)

資本金残高
 

(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

 平成21年８月１日
 (注)１

─ 127,159,334 ─ 15,751△13,819 20,000

 平成22年３月２日
 (注)２

12,000,000139,159,3341,674 17,425 1,674 21,674

平成22年３月26日
(注)３

3,289,000142,448,334458 17,884 458 22,132

(注) １  会社法第448条第１項の規定に基づき資本準備金を13,819百万円減少し、その他資本剰余金に振り替えており

ます。

２  公募による新株式発行（一般募集）　　 　　  12,000,000 株

　　　　　　　　　　　 発行価格　　 　　　  　  279.0 円

　　　　　　　　　　 資本組入額　　　　　 　 　 139.5 円　　　　　　　　

３  第三者割当による新株式発行（オーバーアロットメントによる売出し）　　　

　　　　　　　　　　　 発行価格　　　　　　 　  279.0 円

　　　　　　　　　　 資本組入額　　　　      　 139.5 円

　　　　　　　　　　　　 割当先　　 日興コーディアル証券株式会社
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(6) 【所有者別状況】
平成23年３月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数1,000株)
単元未満

株式の状況

(株)

政府及び

地方公共

団体

金融機関
金融商品

取引業者

その他の

法人

外国法人等 個人

その他
計

個人以外 個人

株主数
(人)

2 46 45 126 147 4 11,56611,936 ―

所有株式数
(単元)

21 72,4553,5008,08222,195 5 34,903141,1611,287,334

所有株式数
の割合(％)

0.01 51.33 2.48 5.73 15.72 0.00 24.73100.00 ―

(注) １　自己株式108,435株は「個人その他」に108単元、「単元未満株式の状況」に435株含まれております。

２　「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、４単元含まれております。

　

(7) 【大株主の状況】
平成23年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(千株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社(信託口)

東京都港区浜松町２丁目１１-３ 16,015 11.24

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海１丁目８-１１ 14,283 10.03

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１丁目６-６ 6,412 4.50

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７-１ 5,785 4.06

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社(信託口9)

東京都中央区晴海１丁目８-１１ 3,506 2.46

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１-２ 3,346 2.35

日本蓄電器工業株式会社 東京都福生市武蔵野台１丁目２３-１ 2,332 1.64

ザ チェース マンハッタン バン
ク エヌエイ ロンドン エス エ
ル オムニバス アカウント
(常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部)

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON
EC2P 2HD,ENGLAND
(東京都中央区月島４丁目１６-１３)

2,256 1.58

明治安田生命保険相互会社
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内２丁目１-１
(東京都中央区晴海１丁目８-１２ 晴海アイ
ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ
棟)

2,128 1.49

株式会社日立製作所 
(常任代理人 資産管理サービス
信託銀行株式会社)

東京都千代田区丸の内１丁目６-６
(東京都中央区晴海１丁目８-１２ 晴海アイ
ランドトリトンスクエアオフィスタワーＺ
棟)

2,000 1.40

計 ― 58,065 40.76

(注) １　持株数は千株未満を切り捨てて表示しております。

２　大量保有報告書又は大量保有報告書の変更報告書により、以下のとおり株式を保有している旨の通知を受けて

おりますが、当社として当事業年度末における実質所有株式数の確認ができておりませんので、株主名簿上の

所有株式数を上記大株主の状況には含めておりません。

氏名又は名称 住所 提出日
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目
４－５

平成23年５月31日 8,857 6.22

三菱ＵＦＪ投信株式会社
東京都千代田区丸の内１丁目
４－５

平成23年５月31日 411 0.29

三菱ＵＦＪモルガン・スタン
レー証券株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目
５－２

平成23年５月31日 330 0.23
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氏名又は名称 住所 提出日
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

国際投信投資顧問株式会社
東京都千代田区丸の内３丁目
１－１

平成23年５月31日 666 0.47

ニッセイアセットマネジメント
株式会社

東京都千代田区丸の内１丁目
６－６

平成23年４月22日 1,053 0.74

住友信託銀行株式会社
大阪府大阪市中央区北浜４丁
目５－３３

平成23年５月19日 3,798 2.67

中央三井アセット信託銀行株式
会社

東京都港区芝３丁目２３－１ 平成23年５月19日 1,739 1.22

日興アセットマネジメント株式
会社

東京都港区赤坂９丁目７－１ 平成23年５月19日 2,330 1.64

　

(8) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成23年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

― ―
普通株式 108,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 141,053,000 141,053 ―

単元未満株式 普通株式 1,287,334 ― ―

発行済株式総数 　 142,448,334― ―

総株主の議決権 ― 141,053 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が4,000株(議決権４個)含まれ

ております。

２　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式435株が含まれております。

　

②　【自己株式等】

平成23年３月31日現在

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

日本ケミコン株式会社

東京都品川区大崎

五丁目６番４号
108,000 ― 108,000 0.07

計 ― 108,000 ― 108,000 0.07

　

(9) 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
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２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】

会社法第155条第７号による普通株式の取得

　
(1)　【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2)　【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

　

(3)　【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

当事業年度における取得自己株式 30,685 12,164,971

当期間における取得自己株式 1,036 437,980

(注) 当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれておりません。

　

(4)　【取得自己株式の処理状況及び保有状況】
　

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額

(円)

引き受ける者の募集を行った

取得自己株式
― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、会社分割に係る

移転を行った取得自己株式
― ― ― ―

その他 ― ― ― ―

保有自己株式数 108,435 ― 109,471 ―

(注) 当期間における取得自己株式には、平成23年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取りに

よる株式は含まれておりません。
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３ 【配当政策】

当社の配当に関する基本的な考えと致しましては、長期的に安定した配当を継続することとしておりま

す。

原則と致しましては、配当額は収益に対応すべきものと考えておりますが、製造業であります当社におき

ましては、合理化及び規模拡大の為の設備投資ならびに研究開発投資は毎期継続して行わなければならな

いものであり、そのための内部留保も重要と考えております。

従いまして、各期の単独及び連結の業績の状況により、内部留保とのバランスを考慮しつつ安定的な配当

に努めてまいります。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関

は、中間配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当期の配当につきましては、上記の配当政策に基づき１株当たり３円としております。

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

　

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

（百万円）

１株当たり配当額

（円）

平成23年６月29日
定時株主総会決議

427 ３

　

　

４ 【株価の推移】

(1)　【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

　

回次 第60期 第61期 第62期 第63期 第64期

決算年月 平成19年３月 平成20年３月 平成21年３月 平成22年３月 平成23年３月

最高(円) 1,111 1,292 513 474 590

最低(円) 621 350 152 203 263

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

(2)　【最近６月間の月別最高・最低株価】

　

月別 平成22年10月 11月 12月 平成23年１月 ２月 ３月

最高(円) 355 376 415 441 581 590

最低(円) 303 263 347 403 418 330

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。
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５ 【役員の状況】

　

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

代表取締役

社長

内部統制推

進室担当・

監査室担当

内山　郁夫 昭和26年６月11日生

昭和52年４月当社入社

(注)２ 65

平成９年７月 ＫＤＫ㈱新潟工場長

平成11年10月当社新潟工場長

平成13年６月取締役就任

平成13年６月管理部・人事部・資材部担当

平成15年６月代表取締役社長兼ＣＯＯ就任

平成15年６月監査室担当(現)

平成16年６月経営企画部担当

平成17年４月ＳＣＭ推進部担当

平成17年６月代表取締役社長(現)

平成19年10月内部統制推進室担当(現)

専務取締役 技術本部長 内　秀則 昭和23年７月26日生

昭和48年４月当社入社

(注)２ 23

平成４年７月 ＫＤＫ㈱開発部長

平成11年10月当社開発部長

平成13年４月基礎研究部長

平成14年６月取締役就任

平成14年６月基礎研究センター長委嘱

平成18年４月キャパシタ事業本部長委嘱

平成20年４月コア技術開発センター担当

平成20年４月製品開発センター担当

平成20年６月常務取締役就任

平成20年６月マーケティング部担当

平成20年６月ソリューション開発部担当

平成22年６月専務取締役就任(現)

平成23年４月技術本部長委嘱（現）

常務取締役 企画本部長 須賀　純一 昭和24年10月16日生

昭和59年７月当社入社

(注)２ 31

平成４年４月 経理部長

平成12年４月経営企画部長

平成13年６月取締役就任

平成13年６月マーケティング部担当

平成14年６月経理部担当

平成14年６月情報システム部担当

平成15年６月常務取締役就任(現)

平成23年４月企画本部長委嘱（現）

常務取締役 営業本部長 柿﨑　紀明 昭和29年２月11日生

昭和57年11月当社入社

(注)２ 26

平成11年４月Europe Chemi-con(Deutsch
land)GmbH取締役社長

平成16年４月United Chemi-con,Inc.取締役社長

平成19年９月United Chemi-con,Inc.取締役会長

平成20年５月当社営業本部副本部長

平成20年６月取締役就任

平成20年６月営業本部長委嘱(現)

平成22年６月常務取締役就任(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役
品質保証

本部長
金﨑　敦 昭和26年11月11日生

昭和53年４月当社入社

(注)２ 16

平成14年６月技術センター第一設計部長

平成15年６月取締役就任(現)

平成15年６月品質保証センター担当

平成15年６月技術センター長委嘱

平成17年４月生産技術センター担当

平成23年４月品質保証本部長委嘱（現）

取締役 管理本部長 菊池　聡 昭和29年２月14日生

昭和52年４月当社入社

(注)２ 13

平成13年４月管理部長

平成15年10月資材部長

平成16年６月取締役就任(現)

平成16年６月総合管理部担当

平成16年６月環境部担当

平成18年７月資材部担当

平成23年４月管理本部長委嘱（現）

取締役
材料事業

本部長
峰岸　克文 昭和32年11月28日生

昭和55年４月当社入社

(注)２ 10

平成13年７月材料事業本部新潟工場長

平成15年７月材料事業本部本部長兼高萩工場長

平成17年６月取締役就任(現)

平成17年６月材料事業本部長委嘱(現)

平成20年４月設備開発センター長委嘱

取締役 　 白石　修一 昭和31年２月14日生

昭和54年４月当社入社

(注)２ 5

平成７年７月 企画部長

平成11年６月マルコン電子㈱取締役社長

平成14年９月当社営業本部第二開発営業部長

平成14年９月物流部長

平成17年７月コンデンサ事業本部事業企画部長

平成20年６月取締役就任(現)

平成20年６月コンデンサ事業本部副本部長委嘱

平成21年２月生産本部副本部長兼生産本部生産
企画部長委嘱

平成21年３月三瑩電子工業㈱理事副社長委嘱
(現)

取締役 生産本部長 今春　徹 昭和31年７月４日生

昭和54年４月当社入社

(注)２ 16

平成14年６月電解事業本部事業企画部長

平成16年４月P.T.Indonesia Chemi-Con取締役社
長

平成21年３月当社生産本部生産企画部長

平成22年６月取締役就任(現)

平成22年６月生産本部長委嘱(現)

常勤監査役 　 平岡　義盛 昭和22年７月25日生

昭和45年４月当社入社

(注)３ 33

平成３年４月 営業部長

平成４年７月 管理部長

平成12年４月営業本部第一営業統括部長

平成14年６月取締役就任

平成14年６月営業本部長委嘱

平成20年６月常勤監査役就任(現)
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

常勤監査役 　 安藤　進 昭和23年３月16日生

昭和53年４月当社入社

(注)４ 45

昭和63年７月開発部長

平成11年４月マーケティング部長

平成15年６月取締役就任

平成15年６月マーケティング部長委嘱

平成15年10月固体複合事業本部長委嘱

平成17年６月複合事業本部長委嘱

平成20年６月常勤顧問就任

平成21年６月常勤監査役就任(現)

監査役 　 太田　宗男 昭和23年３月26日生

昭和51年４月弁護士登録

(注)３ 30平成５年５月 ニューヨーク州弁護士登録

平成10年６月当社監査役就任(現)

監査役 　 金井田　克司 平成23年10月２日生

昭和47年４月㈱日立製作所入社

(注)５ －

昭和59年11月㈱日立総合計画研究所主任研究員

平成６年９月 上海日立家用電器有限公司取締役
経理部長

平成９年12月㈱日立製作所家電事業本部冷熱事
業部経理部長

平成12年６月同社家電事業本部次長兼財務部長

平成14年４月日立ホーム＆ライフソリューショ
ン㈱取締役財務本部長

平成16年６月㈱日立空調システム取締役財務部
長

平成18年４月日立アプライアンス㈱取締役財務
本部長

平成21年４月同社監査役

平成23年６月当社監査役就任(現)

　 　 　 計 　 　 　 313

(注) １　監査役　太田宗男、金井田克司は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。

２　平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から１年間

３　平成20年６月27日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

４　平成21年６月26日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

５　平成23年６月29日開催の定時株主総会の終結の時から４年間

６　当社は、法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、補欠監査役１名を選出しております。

　　補欠監査役の略歴は以下のとおりであります。

氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

安　岡　洋　三 昭和22年７月30日生

昭和45年４月 アルプス電気㈱入社

(注) ―

平成７年６月 東北アルプス㈱第２機構事業部長

平成９年６月 アルプス電気㈱取締役

平成９年10月 アルプス電気㈱取締役ペリフェラル事業部長

平成11年８月 アルプス電気㈱取締役システム機器事業部長

平成14年７月 アルプス電気㈱取締役生産副担当

平成16年４月 アルプス電気㈱取締役営業本部長

平成16年６月 アルプス電気㈱常務取締役営業本部長

平成20年６月 アルプス電気㈱専務取締役営業本部長

平成21年４月
アルプス電気㈱専務取締役MMP事業本部長兼
生産革新担当(現)

（注）補欠監査役の任期は、就任した時から退任した監査役の任期の満了の時までであります。
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６ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの状況】

①コーポレートガバナンスの基本的な考え方

当社は、株主をはじめとするすべてのステークホルダーに対して経営の透明性並びに経営の効率性

を確保することをコーポレート・ガバナンスの基本と考えております。

株主総会、取締役会、監査役会、会計監査人などの法律上の機能に加え、内部統制システムを整備する

とともに、決算説明会の開催、適時開示等により経営状況についての情報提供を継続して行うことで、

健全性、効率性、透明性の高い経営を実践しております。

　

②企業統治の体制

(a) 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、監査役会設置会社として、取締役による合理的な意思決定と迅速な業務執行を行う一方、適

正な監督及び監視を可能とするガバナンス体制を構築し、その実効性を高める体制としております。

具体的には、経営上の意思決定機関である取締役会は、取締役９名で構成され、法令で定められた事

項のほか、経営の基本方針をはじめとする重要事項を決定する機関と位置付けており、具体的な付議基

準については取締役会規程でこれを定め、原則として毎月１回開催しております。

監査役につきましては、監査役４名で監査役会を構成し、取締役の職務執行の監査並びに当社及び国

内外子会社の業務や財政状況を監査しております。

また、法律上の機能である監査役に加え内部監査の専門部署である監査室（１名）を設置し、遵法の

みならず効率や業務手続の妥当性まで含め、実地監査を実施しております。

なお、当社は、下記(b) ＜監査役会及び監査役＞、(f) 内部監査の状況に記載した各機関・各部門が

社外取締役に代替し得る機能を果していると考えておりますので、現状の体制においても、中立性及び

客観性を確保したガバナンス体制を整えており、十分に実効性のある経営監視を期待できると考えて

おります。よって、社外取締役の選任は予定しておりません。
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(b) 会社の機関の内容

＜取締役会＞

当社の取締役の人数は、当期末現在(平成23年３月31日)、９名であります。また、当社の取締役の人数

は、15名以内とすることを定款で定めております。

なお、取締役会は、監査役４名が出席のもと、法令又は定款に規定する事項の決議及びその他の業務執

行状況等の経営上の重要事項について、監査役に積極的に意見を求める運営を行い、審議の客観性を確保

しつつ、報告・決議及び業務執行の監督を行っております。

＜監査役会及び監査役＞　

監査役会は、ガバナンスのあり方と運営状況を監視し、取締役を含めた経営の日常的活動の監視を行っ

ております。具体的には、社内出身の常勤監査役２名、社外監査役２名で構成し、各監査役は監査役会で定

めた監査方針、監査計画等に従い、取締役会への出席、各事業所への訪問等を介して、業務執行の状況及び

経営状態の調査・検証等を行い、法令及び定款違反や株主をはじめとするステークホルダーの利益を侵

害する事実の有無等について監査を行っております。

また、監査役会において、業務執行の担当取締役及び重要な使用人から個別の聴聞の機会を設けるとと

もに、監査室とも緊密に連携し、監査役会において監査結果及び運営状況について報告を受け、監査役と

しての監査機能の強化を図っております。　　

さらに、監査役会は、年４回（四半期）に開催する臨時監査役会を通じて、会計監査人による監査報告、

監査計画と監査実施状況等につき意見交換を行う他、期中においても必要に応じて会合を開催し、会計監

査人と連携を図っております。

＜経営委員会＞

機動的な意思決定のために業務執行方針の協議機関である経営委員会を設置し、原則として毎週１回

開催して経営上の重要事項を審議しております。経営委員会に付議された事項のうち特に重要な事項に

ついては、取締役会で決定致します。

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 30/121



　

＜会計監査人＞

当社の会計監査は、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく監査を、新日本有限責任監査

法人により公正かつ独立な立場から受けております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の

業務執行社員と当社との間に、特別の利害関係はありません。

当期において、業務を執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者の構成は次のとおりでありま

す。

　　　業務を執行した公認会計士の氏名

　　　　鈴木博貴、香山良

　　　監査業務に係る補助者の構成

　　　　公認会計士３名、その他14名

　　　　(注) その他は、米国公認会計士、公認会計士試験合格者、システム監査担当者であります。

　

(c) 内部統制システム及びリスク管理体制の整備の状況

当社は、企業価値の継続的な向上を図るために、コンプライアンスの徹底及びリスクをコントロール

することが不可欠と認識し、内部統制システム整備の基本方針に従い,

・取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

・損失の危険の管理に関する規程その他の体制

・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

・当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正性を確保するための体制

・監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項

並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項　　

・取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制

・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

の観点からリスク管理体制、コンプライアンス体制の整備、諸施策の実施を推進しております。

なお、金融商品取引法における財務報告に係わる内部統制システムにつきましては、社長直轄の「内

部統制推進室」により体制整備を進めております。

　

(d) リスク管理体制の整備の状況

当社では、企業活動あるいは企業理念実現を阻む様々な要因を排除し、企業が健全に存続・発展する

ことを目指し、経営トップの方針として「リスクマネジメント基本方針」を全従業員に表明しており

ます。

この「リスクマネジメント基本方針」に基づき、「リスクマネジメント基本規程」を定め、リスクマ

ネジメントシステムを統括するリスクマネジメント統括役員が委員長を務めるリスクマネジメント委

員会を設立し、グループのリスクを総括的に管理しております。

さらに、「リスクマネジメント基本規程」に基づき、「危機管理規程」及び下位規程、マニュアルを

制定し、緊急事態に対処する体制を整備しております。

また、リスクマネジメントシステムの一環として、情報セキュリティ、環境への取り組みを推進して

おります。
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情報セキュリティについては、個人情報、顧客情報等の情報資産を守るため、「情報セキュリティ基

本方針」、「情報セキュリティ基本規程」及び下位規程、マニュアルに従い情報の管理を実施しており

ます。具体的には、情報セキュリティ委員会のもと、各部門に情報セキュリティ責任者及び担当者を任

命し、情報管理の責任体制を明確にするとともに、物理的な対策に加え、全従業員への教育活動による

意識向上を図っております。

環境については、当社の環境経営の行動基準である「環境方針」を制定し、環境に関する基本的な考

え方を表明しております。また、「環境管理基本規程」に従い環境管理総責任者が委員長を務める環境

委員会を設置し、グループ全体の環境保全活動を統括するとともに全従業員への環境への意識付けを

徹底しております。

　

(e) コンプライアンスへの取り組み

当社は、企業として、公正・透明で自由な商取引を通じて、適正な利潤を追求するだけではなく広く

社会に貢献できる企業として活動することが企業の社会的責任であるという認識に立ち、代表取締役

社長が、「日本ケミコングループ企業行動憲章」の精神を繰り返し役員・全従業員に伝えることによ

り、法令遵守をあらゆる企業活動の前提とすることを徹底しております。 

また、日常意識しなければならない心がけを定めた「日本ケミコングループ行動規範」の徹底を図

るため、コンプライアンス体制の整備を進めております。 

具体的には、コンプライアンス体制を統括するコンプライアンス統括役員を任命し、コンプライアン

ス統括役員が委員長を務めるコンプライアンス委員会が、コンプライアンス意識の浸透、定着のための

具体的施策を推進しております。 

なお、当社では、反社会的勢力排除に向け、「日本ケミコングループ行動規範」において、「いかなる

国の反社会的勢力・団体の活動も支援しないとともに、その活動に対しては毅然とした態度で臨む」

ことを定めており、その内容を全社員に周知徹底しております。 

また、平素から警察等の外部専門機関からの情報収集に努めるとともに、事案発生時には、外部専門

機関と連携し、速やかに対処できる体制を構築しております。

　

(f) 内部監査の状況

当社は、内部監査部門として、内部監査の専門部署である監査室(１名)と、財務諸表に影響を及ぼす

業務の監査を行う内部統制推進室（７名）を設置しております。

＜監査室＞

監査室は、社長直轄の機関として、期中取引を含む日常業務全般について、監視機能の強化を図って

おります。監査室は、業務活動全般にわたる管理・運営の制度の内部監査を定期的に実施しており、業

務改善とコンプライアンスの徹底に向けて具体的な助言・提言を行っております。

また、監査室は、監査役と常に連絡・調整を行い、相互に有効な監査活動の実施に努めております。具

体的には、監査役会による本社スタッフ部門の長への聴聞会の同席、監査役会と合同での各事業所への

往査、監査役会との意見交換会の開催（監査関連情報の説明・解説と意見交換）等を行っております。

さらに、監査室は、会計監査人との連携にも努めております。具体的には、会計監査人による監査役会

への報告会の同席、会計監査人による期末実地棚卸監査の立会い等を行っております。
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＜内部統制推進室＞

内部統制推進室は、社長直轄の機関として、財務諸表に影響を及ぼす業務について監査を行っており

ます。

また、内部統制推進室は、定期的に監査役会に出席し、問題提起や意見交換を行っております。

さらに、内部統制推進室は、会計監査人とも連携し、評価方法等の充実を図っております。

　
③  役員報酬等

(a)  役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額
(百万円)

報酬等の種類別の総額(百万円) 対象となる
役員の員数
(人)基本報酬

ストック
オプション

賞与 退職慰労金

取締役 214 184 ― 30 ― 10

監査役
(社外監査役を除く。)

42 42 ― ― ― 2

社外役員 15 15 ― ― ― 2

合計 272 242 ― 30 ― 14

　
(b)  役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

当社は、役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針を定めておりません。

　
④  株式の保有状況

イ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

銘柄数 26銘柄

貸借対照表計上額の合計額 3,405百万円

　
ロ  保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及

び保有目的

　
（前事業年度）

特定投資株式

銘柄  株式数（株）
貸借対照表計上額　　
（百万円）

保有目的

ソニー㈱ 292,156 1,045企業間取引の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,788,430 876 株式の安定化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 201,065 621 株式の安定化

㈱日立製作所 817,393 285 企業間取引の強化

シャープ㈱ 174,720 204 企業間取引の強化

岡三ホールディングス㈱ 329,036 147 株式の安定化

㈱リョーサン 40,445 96 企業間取引の強化

㈱山形銀行 220,000 90 株式の安定化

㈱ＵＫＣホールディングス 65,000 81 企業間取引の強化

サンケン電気㈱ 222,898 79 企業間取引の強化

　

（当事業年度）

特定投資株式
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銘柄  株式数（株）
貸借対照表計上額　　
（百万円）

保有目的

ソニー㈱ 292,156 778企業間取引の強化

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,788,430 686株式の安定化

㈱三井住友フィナンシャルグループ 201,065 519株式の安定化

㈱日立製作所 817,393 353企業間取引の強化

シャープ㈱ 174,720 144企業間取引の強化

サンケン電気㈱ 222,898 109企業間取引の強化

岡三ホールディングス㈱ 329,036 103株式の安定化

日本シイエムケイ㈱ 281,000 102企業間取引の強化

㈱山形銀行 220,000 91株式の安定化

日本軽金属㈱ 540,000 88企業間取引の強化

㈱リョーサン 40,445 81企業間取引の強化

㈱ＵＫＣホールディングス 65,000 68企業間取引の強化

岩崎電気㈱ 250,000 41企業間取引の強化

東光㈱ 220,000 35企業間取引の強化

アルパイン㈱ 31,900 29企業間取引の強化

アルプス電気㈱ 30,000 23企業間取引の強化

㈱みずほフィナンシャルグループ 150,100 20株式の安定化

新電元工業㈱ 50,000 18企業間取引の強化

ＪＶＣ・ケンウッド・ホールディングス㈱ 17,353 7 企業間取引の強化

みなし保有株式

銘柄  株式数（株）
貸借対照表計上額　　
（百万円）

保有目的

ソニー㈱ 310,000 825 議決権行使の指図

(注) みなし保有株式は、退職給付信託として信託設定したものであり、当社の貸借対照表には計上してお
りません。
なお、みなし保有株式の「貸借対照表計上額（百万円）」の欄には、事業年度末日における時価に議
決権行使の指図権限の対象となる株式数を乗じて得た金額を記載しております。

　
ハ  保有目的が純投資目的である投資株式

　　該当事項はありません。

　

⑤　会社と会社の社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他利害関係の概要

当期において社外役員は、社外監査役２名（太田宗男氏、金井田克司氏）であります。

当社において、当社と異なる事業分野で豊富な経験と知識を有する社外監査役は、業務執行の適法性監

査に留まらず、外部者の立場から経営全般について大局的な観点での助言等を行う機能を果しておりま

す。
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また、社外監査役と内部監査及び会計監査人との連携については、＜監査役会及び監査役＞及び(f) 内

部監査の状況に記載した監査役の連携関係と同様です。

〔太田氏について〕

太田氏は、弁護士としての豊富な経験と知識を有し、その専門的見地から当社の経営を監査するこ

とが可能であると判断しております。

また、当社は太田氏が所属する弁護士事務所との間で顧問契約を締結し毎月顧問料を支払ってお

りますが、その金額は当社が他の弁護士事務所に支払っている顧問料と比較して同程度であり、か

つ、当社が定める基準に照らしても当社から多額の報酬を得ているものとはいえません。また、その

他にも、太田氏について、当社経営陣からの独立性が疑われるような属性等は存在しません。

従って、太田氏は、当社の経営陣から独立した立場から社外監査役としての職務を十分に果すこと

が可能であると判断しております。

〔金井田氏について〕

金井田氏は、㈱日立製作所において主に経理・財務業務を経験した後、日立アプライアンス㈱の取

締役及び監査役を務められました。その豊富な経験と見識を活かして当社の経営を客観的な立場か

ら監査することが可能であると判断しております。

また、当社は㈱日立製作所及び日立アプライアンス㈱に対し、当社製品を販売しておりますが、売

上高に対する取引額の割合は小さく、他の取引先と同程度であります。また、金井田氏においても、㈱

日立製作所及び日立アプライアンス㈱を退社しております。その他にも、金井田氏について、当社経

営陣からの独立性が疑われるような属性等は存在しません。

従って、金井田氏は、当社経営陣から独立した立場から社外監査役としての職務を十分に果すこと

が可能であると判断しております。

なお、金井田氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。

　

⑥取締役の選任の決議要件

当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有

する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨、また、累積投票によらない旨定款に定めており

ます。

　

⑦株主総会の特別決議要件

当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議については、議決権を行使することができ

る株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨、定款

に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑

な運営を行うことを目的とするものであります。

　

⑧株主総会決議事項を取締役会で決議することができる事項

(a) 当社は、自己の株式の取得について、会社法第165条第２項の規定により、機動的な資本政策等を遂

行するため、取締役会の決議により市場取引等により自己の株式を取得することができる旨を定

款で定めております。

(b) 当社は、中間配当について、会社法第454条第５項の規定により、機動的な配当政策を遂行するた

め、取締役会の決議により中間配当を行うことができる旨を定款で定めております。
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(2) 【監査報酬の内容等】

①　【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

区    分
前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

監査証明業務に
基づく報酬(百万円)

非監査業務に
基づく報酬(百万円)

提出会社 47 3 50 ―

計 47 3 50 ―

　

②　【その他重要な報酬の内容】

前連結会計年度

当社の連結子会社６社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークErnst&Youngグループの監

査公認会計士等から監査証明業務及び非監査業務を受けており、その支払うべき報酬は19百万円とな

ります。

 

当連結会計年度

　当社の連結子会社６社は、当社の監査公認会計士等と同一のネットワークErnst&Youngグループの監

査公認会計士等から監査証明業務及び非監査業務を受けており、その支払うべき報酬は20百万円とな

ります。

　

③　【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務（非監査業務）である、コ

ンフォートレターの作成業務等を委託し対価を支払っております。

 

当連結会計年度

該当事項はありません。

　

④　【監査報酬の決定方針】

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 36/121



第５ 【経理の状況】

１　連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1)　当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第

28号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前連結会計年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。

　

(2)　当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。

以下「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて

作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前連結会計年度（平成21年４月１日から平

成22年３月31日まで）及び前事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）並びに当連結会

計年度（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）及び当事業年度（平成22年４月１日から平成23

年３月31日まで）の連結財務諸表及び財務諸表について、新日本有限責任監査法人により監査を受けてお

ります。

　

３　連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基

準等の内容を適切に把握し、または、会計基準等の変更について的確に対応できる体制を整備するため、公

益財団法人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。
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１【連結財務諸表等】
(1)【連結財務諸表】
①【連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 21,023 16,047

受取手形 1,154 1,226

売掛金 24,746 26,452

商品及び製品 7,450 7,500

仕掛品 4,869 8,819

原材料及び貯蔵品 7,212 4,644

未収入金 5,566 6,444

繰延税金資産 98 159

その他 592 606

貸倒引当金 △67 △77

流動資産合計 72,648 71,824

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 34,715 34,341

減価償却累計額 △19,609 △19,963

建物及び構築物（純額） 15,106 14,378

機械装置及び運搬具 106,844 105,979

減価償却累計額 △83,483 △84,230

機械装置及び運搬具（純額） 23,361 21,748

工具、器具及び備品 10,562 11,118

減価償却累計額 △8,859 △9,220

工具、器具及び備品（純額） 1,703 1,897

土地 7,109 7,079

リース資産 368 468

減価償却累計額 △95 △187

リース資産（純額） 273 280

建設仮勘定 1,695 2,365

有形固定資産合計 49,249 47,750

無形固定資産 ※1
 1,805

※1
 1,929

投資その他の資産

投資有価証券 ※2
 10,979

※2
 10,696

長期貸付金 34 19

繰延税金資産 62 17

その他 3,302 2,494

貸倒引当金 △185 △39

投資その他の資産合計 14,194 13,189

固定資産合計 65,249 62,868

資産合計 137,897 134,693
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

当連結会計年度
(平成23年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形 401 418

買掛金 7,143 6,279

短期借入金 16,945 11,823

1年内償還予定の社債 － 1,000

リース債務 86 210

未払金 10,099 10,729

未払法人税等 940 680

未払費用 1,882 1,831

賞与引当金 1,114 1,775

役員賞与引当金 － 30

災害損失引当金 － 498

設備関係支払手形 206 250

その他 699 513

流動負債合計 39,521 36,041

固定負債

社債 1,000 －

長期借入金 28,601 28,827

リース債務 210 507

繰延税金負債 656 493

退職給付引当金 6,230 6,513

環境安全対策引当金 438 361

その他 440 449

固定負債合計 37,578 37,153

負債合計 77,100 73,194

純資産の部

株主資本

資本金 17,884 17,884

資本剰余金 36,196 36,196

利益剰余金 12,034 15,332

自己株式 △19 △32

株主資本合計 66,095 69,381

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 887 549

為替換算調整勘定 △6,639 △8,749

その他の包括利益累計額合計 △5,752 △8,200

少数株主持分 453 317

純資産合計 60,797 61,498

負債純資産合計 137,897 134,693
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】
【連結損益計算書】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高 105,896 127,790

売上原価 ※1
 91,650

※1
 100,943

売上総利益 14,245 26,846

販売費及び一般管理費 ※2, ※3
 17,282

※2, ※3
 18,690

営業利益又は営業損失（△） △3,036 8,155

営業外収益

受取利息 40 52

受取配当金 53 67

持分法による投資利益 382 515

その他 66 86

営業外収益合計 543 721

営業外費用

支払利息 856 733

為替差損 6 1,310

その他 119 90

営業外費用合計 981 2,133

経常利益又は経常損失（△） △3,475 6,744

特別利益

固定資産売却益 ※4
 9

※4
 18

投資有価証券売却益 － 10

貸倒引当金戻入額 3 －

前期損益修正益 23 －

その他 － 0

特別利益合計 36 29

特別損失

固定資産処分損 ※5
 180

※5
 269

投資有価証券評価損 3 1

災害による損失 － ※6
 1,732

その他 17 4

特別損失合計 201 2,008

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△3,639 4,764

法人税、住民税及び事業税 630 1,417

法人税等還付税額 △12 －

法人税等調整額 △39 38

法人税等合計 578 1,456

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,308

少数株主利益 75 10

当期純利益又は当期純損失（△） △4,294 3,297
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【連結包括利益計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 － 3,308

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 － △347

為替換算調整勘定 － △2,083

持分法適用会社に対する持分相当額 － △19

その他の包括利益合計 － ※2
 △2,450

包括利益 － ※1
 857

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 － 853

少数株主に係る包括利益 － 3
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③【連結株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 15,751 17,884

当期変動額

新株の発行 2,132 －

当期変動額合計 2,132 －

当期末残高 17,884 17,884

資本剰余金

前期末残高 33,819 36,196

当期変動額

新株の発行 2,132 －

自己株式の処分 244 －

当期変動額合計 2,376 －

当期末残高 36,196 36,196

利益剰余金

前期末残高 16,329 12,034

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △4,294 3,297

当期変動額合計 △4,294 3,297

当期末残高 12,034 15,332

自己株式

前期末残高 △2,559 △19

当期変動額

自己株式の取得 △6 △12

自己株式の処分 2,545 －

当期変動額合計 2,539 △12

当期末残高 △19 △32

株主資本合計

前期末残高 63,341 66,095

当期変動額

新株の発行 4,265 －

当期純利益又は当期純損失（△） △4,294 3,297

自己株式の取得 △6 △12

自己株式の処分 2,790 －

当期変動額合計 2,754 3,285

当期末残高 66,095 69,381
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

前期末残高 450 887

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

437 △338

当期変動額合計 437 △338

当期末残高 887 549

為替換算調整勘定

前期末残高 △6,958 △6,639

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

318 △2,109

当期変動額合計 318 △2,109

当期末残高 △6,639 △8,749

その他の包括利益累計額合計

前期末残高 △6,508 △5,752

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

755 △2,448

当期変動額合計 755 △2,448

当期末残高 △5,752 △8,200

少数株主持分

前期末残高 425 453

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 △136

当期変動額合計 28 △136

当期末残高 453 317

純資産合計

前期末残高 57,258 60,797

当期変動額

新株の発行 4,265 －

当期純利益又は当期純損失（△） △4,294 3,297

自己株式の取得 △6 △12

自己株式の処分 2,790 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 784 △2,584

当期変動額合計 3,538 701

当期末残高 60,797 61,498
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期
純損失（△）

△3,639 4,764

減価償却費 9,486 9,115

のれん償却額 △0 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） 516 301

貸倒引当金の増減額（△は減少） △17 △132

環境安全対策引当金の増減額(△は減少) △90 △77

受取利息及び受取配当金 △94 △120

支払利息 856 733

為替差損益（△は益） 208 326

持分法による投資損益（△は益） △382 △515

固定資産処分損益（△は益） 170 251

投資有価証券売却損益（△は益） － △9

投資有価証券評価損益（△は益） 3 1

売上債権の増減額（△は増加） △9,793 △4,447

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,700 △2,519

仕入債務の増減額（△は減少） 4,575 1,896

未払金の増減額（△は減少） 3,513 747

その他 691 406

小計 8,704 10,721

利息及び配当金の受取額 191 193

利息の支払額 △846 △708

法人税等の支払額 △1,534 △1,570

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,514 8,636

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △814 △800

定期預金の払戻による収入 13 1,602

有形固定資産の取得による支出 △3,600 △9,022

有形固定資産の売却による収入 295 55

無形固定資産の取得による支出 △652 △448

投資有価証券の取得による支出 △1 △554

投資有価証券の売却による収入 － 3

貸付けによる支出 △75 △93

貸付金の回収による収入 30 243

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

－ ※2
 16

その他 △86 325

投資活動によるキャッシュ・フロー △4,891 △8,671
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △6,241 △10,382

長期借入れによる収入 － 7,598

長期借入金の返済による支出 △10,092 △493

社債の償還による支出 △1,000 －

セール・アンド・リースバックによる収入 － 499

リース債務の返済による支出 △75 △183

株式の発行による収入 4,265 －

自己株式の取得による支出 △6 △12

自己株式の処分による収入 2,790 －

少数株主への配当金の支払額 △45 △45

財務活動によるキャッシュ・フロー △10,405 △3,018

現金及び現金同等物に係る換算差額 △267 △1,120

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △9,050 △4,173

現金及び現金同等物の期首残高 29,267 20,216

現金及び現金同等物の期末残高 ※1
 20,216

※1
 16,042
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】

　

項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (イ)連結子会社の数　31社

連結子会社名は、「第１ 企業の概況

４ 関係会社の状況」に記載している

ため省略しております。

なお、佳美工機械股?有限公司は、当

連結会計年度において新たに設立した

ことにより、当連結会計年度より連結

子会社に含めております。

(イ)連結子会社の数　31社

連結子会社名は、「第１ 企業の概況

４ 関係会社の状況」に記載している

ため省略しております。

なお、Hong Kong KDK Ltd.は

Chemi-Con Material Logistics Ltd.に

商号変更致しました。

また、Hong Kong KDK Ltd.は、当連結

会計年度において新たに設立したこと

により、当連結会計年度より連結子会社

に含めております。

CU TECH CORPORATIONは、当連結会計

年度において株式の一部売却を行った

ことにより、当連結会計年度より連結子

会社から除外致しました。

　 　 　

　 (ロ)非連結子会社はありません。 (ロ)　　　　　同左

２　持分法の適用に関する事

項

(イ)持分法適用の非連結子会社はあり

ません。

(イ)　　　　　同左

　 　 　

　 (ロ)持分法適用の関連会社　

三瑩電子工業株式会社、マルコンデ

ンソー株式会社２社であります。

(ロ)持分法適用の関連会社　

三瑩電子工業株式会社、マルコンデ

ン ソ ー 株 式 会 社 及 び C U  T E C H

CORPO-RATION３社であります。

　なお、CU TECH CORPORATIONは、当連結

会計年度において株式の一部売却を

行ったことにより、当連結会計年度よ

り持分法適用の関連会社に含めており

ます。

　 　 　

　 (ハ)持分法を適用しない関連会社　

２社

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。

(ハ)持分法を適用しない関連会社　

１社

（持分法を適用しない理由）

持分法非適用会社は、それぞれ当

期純損益及び利益剰余金等に及ぼす

影響が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の適用

から除外しております。

　 　 　

　 (ニ)持分法適用の関連会社のうち、三

瑩電子工業株式会社の決算日は12

月31日であります。連結財務諸表

の作成にあたっては、同日現在の

財務諸表を使用しております。

(ニ)持分法適用の関連会社のうち、三

瑩電子工業株式会社及びCU TECH

CORPORATIONの決算日は12月31日

であります。連結財務諸表の作成

にあたっては、同日現在の財務諸

表を使用しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社のうち、Hong Kong KDK

Ltd.、Dong Guang KDK Aluminum Foil

Manufacture Ltd.、上海貴弥功貿易有限

公司、貴弥功(無錫)有限公司、日高エレ

クトロン株式会社、Chemi-Con 

Electronics(Thailand)Co.,Ltd.、

Chemi-Con Electronics (Korea)Co.,

Ltd.、CU TECH CORPORATION及び

Chemi-Con Trading (Shenzhen)Co.,

Ltd.の決算日は12月31日であります。

連結子会社のうち、Hong Kong KDK

Ltd.、Chemi-Con Material Logistics

Ltd.、Dong Guang KDK Aluminum Foil

Manufacture Ltd.、上海貴弥功貿易有限

公司、貴弥功(無錫)有限公司、日高エレ

クトロン株式会社 、Chemi-Con

Electronics (Thailand)Co.,Ltd.、

Chemi-Con Electronics (Korea)Co.,

Ltd.及びChemi-Con Trading(Shenzhen

)Co.,Ltd.の決算日は12月31日でありま

す。

　 連結財務諸表の作成にあたっては同

日現在の財務諸表を使用し、連結決算日

との間に生じた重要な取引については、

連結上必要な調整を行っております。ま

た、日高エレクトロン株式会社及び

Chemi-Con Trading (Shenzhen)Co.,

Ltd.については、連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を使用し

ております。

同左

４　会計処理基準に関する事

項

 

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

有価証券

 その他有価証券

　時価のあるもの

決算日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定してお

ります。)

　時価のないもの

移動平均法による原価法によって

おります。

(イ)重要な資産の評価基準及び評価方

法

有価証券

 その他有価証券

　時価のあるもの

同左

 
 
 
 

　時価のないもの

同左

　 たな卸資産 たな卸資産

　 商品……………主として最終仕入原価

法又は先入先出法によ

る原価法（収益性の低

下による簿価切下げの

方法）

商品……………最終仕入原価法による

原価法（収益性の低下

による簿価切下げの方

法）

　 製品、仕掛品…主として総平均法又は

先入先出法による原価

法（収益性の低下によ

る簿価切下げの方法）

製品、仕掛品…同左

　 原材料…………主として先入先出法又

は最終仕入原価法によ

る原価法（収益性の低

下による簿価切下げの

方法）

原材料…………同左

　 デリバティブ

時価法によっております。

デリバティブ

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

 

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法によっておりま

す。

ただし、当社及び国内連結子会社

は建物(建物附属設備を除く)につい

ては、定額法によっております。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物………２～50年

機械装置…２～11年

(ロ)重要な減価償却資産の減価償却の

方法

有形固定資産(リース資産を除く)

同左

 

　 無形固定資産(リース資産を除く)

主として定額法によっておりま

す。

ただし、自社利用のソフトウエア

については、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によって

おります。

無形固定資産(リース資産を除く)

同左

　 リース資産 リース資産

　

　

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法を採用して

おります。

所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用してお

ります。

なお、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引開

始日が企業会計基準第13号「リース

取引に関する会計基準」の適用初年

度開始前のリース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じ

た会計処理によっております。

所有権移転ファイナンス・リース取引

に係るリース資産

同左

 
 
所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

同左

　 (ハ)重要な引当金の計上基準 (ハ)重要な引当金の計上基準

　 貸倒引当金 貸倒引当金

　

　

金銭債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性

を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

同左

　 賞与引当金

当社、国内連結子会社及び一部の

在外連結子会社では、将来の従業員

賞与の支給に備えるため、支給見込

額を計上しております。

賞与引当金

同左

　 　　　　────────

 
役員賞与引当金

役員の賞与の支給に備えるため、

支給見込額のうち当連結会計年度の

負担に属すると認められる額を計上

しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

 

　　　　──────── 災害損失引当金

当社及び一部の国内連結子会社で

は、東日本大震災による固定資産の

損傷等に伴う復旧費用等の支出に備

えるため、当連結会計年度末におけ

る見込額を計上しております。

　 退職給付引当金 退職給付引当金

　 従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当連結会計年度末において発生

していると認められる額を計上して

おります。 

過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(16年)による定額法により、

費用処理しております。 

数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(主として

16年)による定額法により、それぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理

しております。

同左

　 役員退職慰労引当金 　　　　────────

　 当社及び一部の連結子会社では、

役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規により計算した期末要支給

額を計上しております。

（追加情報）

当社の役員退職慰労引当金につい

ては、従来、役員の退職慰労金の支出

に備えるため内規に基づく期末要支

給額を計上しておりましたが、平成

21年６月26日開催の定時株主総会決

議をもって役員退職慰労金制度を廃

止しております。

　同制度の廃止に伴い、在任期間に応

じた役員退職慰労金の打ち切り支給

を同株主総会で決議し、役員退職慰

労引当金を長期未払金に計上し、固

定負債「その他」として表示してお

ります。

　　　　

　 環境安全対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適

正な処理の推進に関する特別措置

法」により、今後発生が見込まれる

ＰＣＢ廃棄物の処理費用に充てるた

め、当連結会計年度末における所要

見込額を計上しております。

環境安全対策引当金

同左
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

４　会計処理基準に関する事 (ニ)重要なヘッジ会計の方法 (ニ)重要なヘッジ会計の方法

項 ①ヘッジ会計の方法
金利スワップ、金利キャップについ

ては、特例処理の要件を満たしており
ますので、特例処理を採用しておりま
す。

①ヘッジ会計の方法

金利スワップ、金利キャップについ

ては、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しておりま

す。

また、通貨スワップについては、振当

処理の要件を満たしておりますので、

振当処理を採用しております。

　 ②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段)

金利スワップ
金利キャップ

 
（ヘッジ対象）
借入金の利息

②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段)

金利スワップ
金利キャップ
通貨スワップ
（ヘッジ対象）

借入金の利息、外貨建借入金

　 ③ヘッジ方針
当社グループは借入金の金利変動リ

スクを回避する目的で金利スワップ、
金利キャップ取引を行っており、ヘッ
ジ対象の識別は個別契約毎に行ってお
ります。

③ヘッジ方針
当社グループは借入金の金利変動リ

スク及び為替変動リスクを回避する目
的で金利スワップ、金利キャップ並び
に通貨スワップ取引を行っており、
ヘッジ対象の識別は個別契約毎に行っ
ております。

　 ④ヘッジ有効性評価の方法 ④ヘッジ有効性評価の方法

　 リスク管理方針に従って、以下の条
件を満たす金利スワップ、及び金利
キャップを締結しております。

リスク管理方針に従って、以下の条
件を満たす金利スワップ、及び金利
キャップを締結しております。

　 Ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借
入金の元本金額が一致している。

Ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借
入金の元本金額が一致している。

　 Ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約
期間及び満期が一致している。

Ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約
期間及び満期が一致している。

　 Ⅲ　長期借入金の変動金利のインデッ
クスと金利スワップで受払いされ
る変動金利のインデックスが、一
致している。

Ⅲ　長期借入金の変動金利のインデッ
クスと金利スワップで受払いされ
る変動金利のインデックスが、一
致している。

　 Ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利
改定条件が一致している。

Ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利
改定条件が一致している。

　 Ⅴ　金利スワップの受払い条件がス
ワップ期間を通して一定である。

従って、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため決算日におけ

る有効性の評価を省略しております。

Ⅴ　金利スワップの受払い条件がス
ワップ期間を通して一定である。
また、通貨スワップ取引については、

外貨建借入金の元本金額及び期間を一
致させて利用しております。
従って、特例処理によっている金利

スワップ、金利キャップ及び振当処理
によっている通貨スワップについては
要件を満たしているため決算日におけ
る有効性の評価を省略しております。
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項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

４　会計処理基準に関する事

項

 

──────── (ホ)のれんの償却方法及び償却期間

　のれん及び平成22年３月31日以前に

発生した負ののれんの償却について

は、５年間で均等償却を行っておりま

す。

 

　 ──────── (へ)連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

　 (ホ)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

(ト)その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

　 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左

　 連結納税制度の適用

当社及び一部の国内連結子会社に

ついては、連結納税制度を適用して

おります。

連結納税制度の適用

同左

　 　 　

　 　 　

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価に

ついては全面時価評価法によっており

ます。

 

　　　　────────

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

のれん及び負ののれんの償却につい

ては、５年間の均等償却を行っており

ます。

 

　　　　────────

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書にお

ける資金(現金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっております。

 

　　　　────────
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【会計方針の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

（退職給付に係る会計基準）

当連結会計年度より、「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）（企業会計基準第19号　平成20年７

月31日）を適用しております。

これに伴う、当連結会計年度の営業損失、経常損失、税

金等調整前当期純損失及び退職給付債務の差額の未処

理残高に与える影響はありません。

　　　　　　　　――――――――

 
 
 
 
 
 
 
 
　　　　　　　　――――――――

 
 
 
 
 
 
 
　　　　　　　　――――――――

　　　　　　　　――――――――

 
 
 
 
 
 
(「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会

社の会計処理に関する当面の取扱い」)

当連結会計年度より、「持分法に関する会計基準」

(企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表分)及び

「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱

い」(実務対応報告第24号　平成20年３月10日)を適用し

ております。

これによる損益に与える影響はありません。

 
(資産除去債務に関する会計基準等)

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31日)及び「資

産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第21号　平成20年３月31日)を適用しており

ます。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

 
(企業結合に関する会計基準等)

当連結会計年度より、「企業結合に関する会計基準」

(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)、「連結財務

諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20

年12月26日)、「『研究開発費等に係る会計基準』の一

部改正」(企業会計基準第23号　平成20年12月26日)、

「事業分離等に関する会計基準」(企業会計基準第７号

　平成20年12月26日)、「持分法に関する会計基準」(企

業会計基準第16号　平成20年12月26日公表分)及び「企

業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用

指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26

日)を適用しております。
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【表示方法の変更】

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

　　　　　　　　――――――――

 
 
 
 
 
 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書）

前連結会計年度において営業活動によるキャッシュ

・フローの「その他」に含めておりました「未払金の

増減額（△は減少）」は、重要性が増したため、当連結

会計年度より区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の営業活動におけるキャッシュ・フロー計算書の

「その他」のうち「未払金の増減額（△は減少）」は、

△3,316百万円であります。

（連結損益計算書関係）

当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等

の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣

府令第５号)を適用し、「少数株主損益調整前当期純利

益」の科目で表示しております。

 
　　　　　　　　――――――――

　

【追加情報】

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

――――――――

 
 
 
 

当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会

計基準」（企業会計基準第25号　平成22年６月30日)を

適用しております。ただし、「その他の包括利益累計

額」及び「その他の包括利益累計額合計」の前連結会

計年度の金額は、「評価・換算差額等」及び「評価・換

算差額等合計」の金額を記載しております。
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【注記事項】

(連結貸借対照表関係)

　

前連結会計年度

(平成22年３月31日）

当連結会計年度

(平成23年３月31日)

※１　このうちのれんは５百万円であります。

 
※２　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 6,910百万円

※１　このうちのれんは５百万円であります。

 
※２　関連会社に対するものは次のとおりであります。

投資有価証券(株式) 7,111百万円
 

　 　３　偶発債務

――――――――  連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対
して、次のとおり債務保証を行っております。

　 CU TECH CORPORATION263百万円
　

　

(連結損益計算書関係)
　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額
売上原価 1,062百万円

 

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額
売上原価 702百万円

 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
荷造運賃 3,051百万円

給与手当 3,756〃

貸倒引当金繰入額 111〃

賞与引当金繰入額 508〃

退職給付引当金繰入額 705〃

役員退職慰労引当金繰入額 14〃

減価償却費 849〃

研究開発費 3,590〃
 

※２　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額
は次のとおりであります。
荷造運賃 3,728百万円

給与手当 4,000〃

貸倒引当金繰入額 13〃

賞与引当金繰入額 834〃

役員賞与引当金繰入額 30〃

退職給付引当金繰入額 675〃

減価償却費 686〃

研究開発費 3,642〃
 

※３　研究開発費の総額
一般管理費に含まれる研究開
発費

3,590百万円

 

※３　研究開発費の総額
一般管理費に含まれる研究開
発費

3,642百万円

 

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
機械装置及び運搬具 9百万円

 

※４　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。
建物及び構築物 11百万円

工具器具及び備品 0 〃
土地 6 〃

計 18〃
 

※５　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。
固定資産売却損 　 　

　機械装置及び運搬具 0百万円
 

※５　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。
固定資産売却損 　 　

　機械装置及び運搬具 16百万円
　工具器具及び備品 0 〃

　計 16〃
 

固定資産除却損 　 　

　建物及び構築物 9百万円

　機械装置及び運搬具 157〃
　工具器具及び備品 11〃

　計 179〃
　

固定資産除却損 　 　

　建物及び構築物 145百万円

　機械装置及び運搬具 98〃
　工具器具及び備品 9 〃

　計 253〃
　

―――――――――
 

※６　災害による損失は、東日本大震災よるもので、その
内訳はつぎのとおりであります。
操業休止期間中の固定費 703百万円

たな卸資産及び固定資産滅失 411〃

原状回復費用等 513〃
被災自治体への義援金等 103〃

計 1,732〃
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(連結包括利益計算書関係)

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

※１　当連結会計年度の直前会計年度における包括利益

親会社株主に係る包括利益 △3,538百万円

少数株主に係る包括利益 73百万円

計 △3,465百万円

　

※２　当連結会計年度の直前会計年度におけるその他の包括利益

その他有価証券評価差額金 437百万円

為替換算調整勘定 395百万円

持分法適用会社に対する持分相当額 △78百万円

計 753百万円
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(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式（株） 127,159,33415,289,000 ― 142,448,334

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　公募及び第三者割当による新株発行による増加　　　　　15,289,000株

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式（株） 10,056,564 21,186 10,000,000 77,750

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　21,186株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

取締役会決議による自己株式の処分による売出し　　　　10,000,000株

　
３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

該当事項はありません。

(2)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

該当事項はありません。

　

当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式（株） 142,448,334 ― ― 142,448,334

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

　普通株式（株） 77,750 30,685 ― 108,435

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　　　　　30,685株

　
３　配当に関する事項

(1)　配当金支払額

該当事項はありません。

(2)　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(百万円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 427 3.00平成23年３月31日平成23年６月30日
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(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前連結会計年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 21,023百万円
預入期間が３か月を超える
定期預金

△807〃

現金及び現金同等物 20,216〃
 

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 16,047百万円
預入期間が３か月を超える
定期預金

△5 〃

現金及び現金同等物 16,042〃
 

　
　

※２　当連結会計年度に株式の売却により連結子会社で
なくなった会社の資産及び負債の主な内訳

流動資産 1,090百万円

固定資産 794〃

流動負債 △1,482〃

固定負債 △221〃

少数株主持分 △82〃

為替換算調整勘定 9 〃

売却後の投資勘定 △52〃

株式売却益 8 〃

CU TECH CORPORATIONの売却価額64〃
CU TECH CORPORATIONの現金
及び現金同等物

△48〃

差額：売却による収入 16〃

　 　

　

次へ
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(リース取引関係)
　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権
移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

工具器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

163 144 308

減価償却
累計額
相当額

123 110 234

期末残高
相当額

39 33 73

 

（借主側）
①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

　

機械装置
及び
運搬具
(百万円)

工具器具
及び備品
(百万円)

合計
(百万円)

取得価額
相当額

73 66 139

減価償却
累計額
相当額

47 53 100

期末残高
相当額

26 12 38

 
②　未経過リース料期末残高相当額

1年以内 36百万円

1年超 41〃

合計 77〃

 

②　未経過リース料期末残高相当額

1年以内 21百万円

1年超 19〃

合計 41〃

 
③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 115百万円

減価償却費相当額 100〃

支払利息相当額 3 〃

　

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息
相当額

支払リース料 38百万円

減価償却費相当額 34〃

支払利息相当額 1 〃

　
④　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定
額法によっております。

④　減価償却費相当額の算定方法
　　　　　　　　　　　同左

⑤　利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額
を利息相当額とし、各期への配分方法については、利
息法によっております。

 

⑤　利息相当額の算定方法
　　　　　　　　　　　同左

ファイナンス・リース取引
（借主側）
　　　　　　　　―――――――――

ファイナンス・リース取引
（借主側）
所有権移転ファイナンス・リース取引
(1)リース資産の内容
有形固定資産
　主として電極箔生産設備（機械及び装置）であり
ます。

(2)リース資産の減価償却の方法
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同
一の方法を採用しております。
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前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引
(1)リース資産の内容
有形固定資産
主として、本社におけるサーバー(工具、器具及び

備品)であります。
(2)リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする
定額法によっております。

 
オペレーティング・リース取引
（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料

1年内 1百万円

所有権移転外ファイナンス・リース取引
　(1)リース資産の内容

有形固定資産
同左
 

　(2)リース資産の減価償却の方法
同左
 

 
オペレーティング・リース取引
（借主側）
オペレーティング・リース取引のうち解約不能のも
のに係る未経過リース料

―――――――――
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(金融商品関係)

前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）

（追加情報)

当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）及

び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10

日）を適用しております。

　

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定し、また、資金調達については主に銀行借入、

社債発行、増資による方針であります。デリバティブについては為替リスク及び借入金の金利変動リスク

を回避するために利用しております。

　
(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、得意先等の信用リスクに晒されております。また、グローバル

に事業を展開していることから生じている外貨建て営業債権は、為替リスクに晒されておりますが、原則

として外貨建ての営業債権債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしてお

ります。投資有価証券は主に取引先企業との業務等に関する株式であり、市場価格の変動に晒されており

ます。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として７年以内）は主

に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されておりますが、

このうち長期のものの一部については、支払金利の変動リスクを回避し支払利息の固定化を図るために、

個別契約毎にデリバティブ取引（金利スワップ取引）をヘッジ手段として利用しております。ヘッジの

有効性の評価については、金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略して

おります。

営業債務及び未払金並びに借入金は流動性リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスクに対するヘッジ取引を目的と

した先物為替予約取引であります。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク (取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、売掛債権管理規程等に従い、営業債権について、営業部門が主要な得意先の状況

を定期的にモニタリングし、得意先毎に期日及び残高を管理するとともに、得意先の財務状況等の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高

い金融機関と取引を行っております。

②　市場リスク (為替や金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、外貨建ての債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対し

て、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、原則、半

年を限度として、輸出及び輸入に係る予定取引により、確実に発生すると見込まれる外貨建て営業債

権及び債務に対する先物為替予約を行っております。

また、当社グループは借入金に係る変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用してお

ります。

当社グループは、投資有価証券について、四半期毎に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

当社グループは、デリバティブ取引の執行・管理について、取引権限を定めた社内規程に従って

行っており、経理部門におきまして、記帳及び契約先との残高照合を行っております。
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③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、半期及び月次に資金計画を作成するなどの方法により管理しており、また、当社

は取引先金融機関とコミットメントライン契約を締結し、当方グループにおける流動性リスクに対

処しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格にもとづく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定については変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」に

おけるデリバティブ取引に係る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クを示すものではありません。

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権について、特定の大口取引先に対するものはありません。

　
２　金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（(注)２参照）
(単位：百万円)

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 21,023 21,023 ―

(2) 受取手形及び売掛金 25,901 25,901 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券　 　 　
①その他有価証券 3,879 3,879 ―

②関係会社株式 6,863 5,669 △ 1,194

資産計 57,666 56,472 △ 1,194

(1) 支払手形及び買掛金 7,545 7,545 ―

(2) 未払金 10,099 10,099 ―

(3) 短期借入金 16,945 16,945 ―

(4) 社債 1,000 995 △ 4

(5) 長期借入金 28,601 28,819 217

負債計 64,191 64,404 212

デリバティブ取引　※ (26) (26) ―

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、( )で示しております。

　
(注)１ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3) 有価証券及び投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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負債

(1) 支払手形及び買掛金、並びに(2) 未払金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3) 短期借入金

短期借入金に含まれる１年以内返済予定長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の

新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。この結果、時

価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

１年以内返済予定長期借入金を除く短期借入金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(4) 社債

社債の時価については、元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に適用される合理的に見積

られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

(5) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。

変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと

一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積られ

る利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。

　

(注)２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 （単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 236

これらについては、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められることから「(3) 有価

証券及び投資有価証券」には含めていません。

　
(注)３ 満期のある金銭債権

　 (単位：百万円)

　 １年以内

現金及び預金 21,023

受取手形及び売掛金 25,901

合計 46,925

 

(注)４ 長期借入金、社債の連結決算日後の返済予定額

(単位：百万円)

　
１年以内

１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

長期借入金 392 7,271 4,006 14,302 2 3,019

社債 ― 1,000 ― ― ― ―

合計 392 8,271 4,006 14,302 2 3,019

　

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 62/121



　

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１　金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については短期的な預金に限定し、また、資金調達については主に銀行借入、

社債発行、増資による方針であります。デリバティブについては為替リスク及び借入金の金利変動リスク

を回避するために利用しております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である受取手形及び売掛金は、得意先等の信用リスクに晒されております。また、グローバル

に事業を展開していることから生じている外貨建て営業債権は、為替リスクに晒されておりますが、原則

として外貨建ての営業債権債務をネットしたポジションについて先物為替予約を利用してヘッジしてお

ります。投資有価証券は主に取引先企業との業務等に関する株式であり市場価格の変動に晒されており

ます。

営業債務である支払手形及び買掛金並びに未払金は１年以内の支払期日であります。

借入金のうち、短期借入金は営業取引に係る資金調達であり、長期借入金（原則として７年以内）は主

に設備投資に係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されており、外貨建

ての借入金は為替の変動リスクに晒されております。ヘッジの有効性の評価については、金利スワップ取

引及び金利キャップ取引は特例処理の要件をみたしており、また通貨スワップについては、振当処理の要

件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。

営業債務及び未払金並びに借入金は流動性リスクに晒されております。

デリバティブ取引は、外貨建ての営業債権債務に係る為替の変動リスク及び外貨建ての借入金に係る

為替の変動リスク並びに借入金に係る金利の変動リスクに対するヘッジを目的とした先物為替予約取引

及び通貨スワップ取引並びに金利スワップ取引、金利キャップ取引であります。

なお、ヘッジの有効性の評価については、金利スワップ取引及び金利キャップ取引は特例処理の要件を

みたしており、また通貨スワップについては、振当処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略

しております。

　
(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク (取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社グループは、売掛債権管理規程等に従い、営業債権について、営業部門が主要な得意先の状況

を定期的にモニタリングし、得意先毎に期日及び残高を管理するとともに、得意先の財務状況等の悪

化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

デリバティブ取引の利用にあたっては、カウンターパーティーリスクを軽減するために、格付の高

い金融機関と取引を行っております。

②　市場リスク (為替や金利等の変動リスク)の管理

当社グループは、外貨建ての債権債務について、通貨別月別に把握された為替の変動リスクに対し

て、原則として先物為替予約を利用してヘッジしております。なお、為替相場の状況により、原則、半

年を限度として、輸出及び輸入に係る予定取引により、確実に発生すると見込まれる外貨建て営業債

権及び債務に対する先物為替予約を行っております。

また、当社グループは借入金に係る変動リスクを抑制するために、金利スワップ取引を利用してお

ります。

当社グループは、投資有価証券について、四半期毎に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を

把握し、また、取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

当社グループは、デリバティブ取引の執行・管理について、取引権限を定めた社内規程に従って

行っており、経理部門におきまして、記帳及び契約先との残高照合を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社グループは、半期及び月次に資金計画を作成するなどの方法により管理しており、また、当社

は取引先金融機関とコミットメントライン契約を締結し、当方グループにおける流動性リスクに対

処しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

金融商品の時価には、市場価格にもとづく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価

額が含まれております。当該価額の算定については変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を

採用することにより、当該価額が変動することもあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」に

おけるデリバティブ取引に係る契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リス

クを示すものではありません。

(5) 信用リスクの集中

当期の連結決算日現在における営業債権について、特定の大口取引先に対するものはありません。

　
２　金融商品の時価等に関する事項

平成23年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ

ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含まれておりません。

（(注)２参照）
（単位：百万円）

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1) 現金及び預金 16,047 16,047 ―

(2) 受取手形及び売掛金 27,679 27,679 ―

(3) 有価証券及び投資有価証券　 　 　
①その他有価証券 3,397 3,397 ―

②関係会社株式 7,010 5,787 △1,222

資産計 54,134 52,911 △1,222

(1) 未払金 10,729 10,729 ―

(2) 短期借入金 11,823 11,823 ―

(3) 一年内償還予定の社債 1,000 1,000 ―

(4) 長期借入金 28,827 29,472 644

負債計 52,380 53,024 644

デリバティブ取引　※ 14 14 －

※　デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる

項目については、（　）表示しております。

(注) １ 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

資産

(1) 現金及び預金、並びに(2) 受取手形及び売掛金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(3) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 64/121



　

負債

(1) 未払金

これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

(2) 短期借入金

短期借入金に含まれる１年以内返済予定長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の

新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。この結果、時

価は帳簿価額とほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

１年以内返済予定長期借入金を除く短期借入金は、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) １年内償還予定の社債

１年内償還予定の社債の時価については、元利金の合計額を同様の社債を発行した場合に想定さ

れる利率で割り引いて算定する方法によっております。この結果、時価は帳簿価額とほぼ等しいこと

から、当該帳簿価額によっております。

(4) 長期借入金

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率

で割り引いて算定する方法によっております。

変動金利による長期借入金は金利スワップの特例処理の対象とされており（下記デリバティブ取

引参照)、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同様の借入を行った場合に

適用される合理的に見積られる利率で割り引いて算定する方法によっております。

　
デリバティブ取引

「デリバティブ取引関係」注記をご参照ください。

　
(注) ２ 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

(単位：百万円)

区分 連結貸借対照表計上額

非上場株式 289

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ること等ができず、時価を把

握することが極めて困難と認められるため、「(3) 投資有価証券 ①　その他有価証券」及び「(3) 投資

有価証券　②　関係会社株式」には含めておりません。

　
(注) ３ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

(単位：百万円)

　 １年以内

現金及び預金 16,047

受取手形及び売掛金 27,679

合計 43,726

　
(注) ４ 長期借入金及び社債の返済予定額

 (単位：百万円)

　
１年以内

１年超
２年以内

２年超
３年以内

３年超
４年以内

４年超
５年以内

５年超

長期借入金 7,164 4,006 14,802 2 10,002 14

社債 1,000 ― ― ― ― ―

合計 8,164 4,006 14,802 2 10,002 14
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(有価証券関係)

前連結会計年度

その他有価証券（平成22年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

株式 3,662 2,219 1,443

小計 3,662 2,219 1,443

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

(1)株式 123 167 △43

(2)その他 93 104 △10

小計 217 271 △54

合計 3,879 2,490 1,388

　

当連結会計年度

その他有価証券（平成23年３月31日）

区分
連結貸借対照表計上額

(百万円)
取得原価
(百万円)

差額
(百万円)

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの

株式 3,079 2,210 869

小計 3,079 2,210 869

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの

(1)株式 225 274 △48

(2)その他 92 104 △11

小計 317 378 △60

合計 3,397 2,588 808
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(デリバティブ取引関係)

前連結会計年度（平成22年３月31日）

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 通貨関連

種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

　　米ドル 9,845 ― △84 △84

　　ユーロ 1,018 ― 57 57

　買建 　 　 　 　

　　米ドル 186 ― 0 0

合計 11,050 ― △26 △26

(注)１　時価の算定方法

　取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２　評価損益の△は損失を示しております。

(2) 金利関連

該当事項はありません。

　

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

該当事項はありません。

(2) 金利関連

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額のうち
１年超
 (百万円)

時価
（百万円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期借入金 18,000 18,000  (注)

合計 18,000 18,000 ─

(注)　金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 67/121



　

当連結会計年度（平成23年３月31日）

１  ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

(1) 通貨関連

種類
契約額等
（百万円）

契約額等のうち
１年超
(百万円)

時価
（百万円）

評価損益
（百万円）

為替予約取引 　 　 　 　

　売建 　 　 　 　

　　米ドル 7,916 ― 39 39

　　ユーロ 813 ― △18 △18

　買建 　 　 　 　

　　米ドル 690 ― △6 △6

合計 9,420 ― 14 14

(注)１　時価の算定方法

取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

２　評価損益の△は損失を示しております。

(2) 金利関連

該当事項はありません。

　

２  ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引

(1) 通貨関連

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利通貨スワップ
の一体処理（特例
処理・振当処理）

通貨スワップ取引
受取 米ドル・
支払 円

長期借入金 1,000 1,000 (注)

合計 1,000 1,000 ―

(注)　金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているた

め、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

(2) 金利関連

ヘッジ会計の方法
デリバティブ取引
の種類等

主なヘッジ対象
契約額等
（百万円）

契約額のうち
１年超
（百万円）

時価
（百万円）

金利スワップの
特例処理

金利スワップ取引
支払固定・
受取変動

長期借入金 21,500 15,500  (注)

合計 21,500 15,500 ─

(注)  金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されているため、

その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております。

　

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 68/121



　

(退職給付関係)

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

１　採用している退職給付制度の概要

当社、国内連結子会社及び一部の在外連結子会社
は、確定給付型の制度として、確定給付企業年金制
度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けて
おります。また一部の在外連結子会社については、
確定拠出型の退職給付制度を設けております。な
お、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場
合があります。

当社においては退職給付信託を設定しておりま
す。

 

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △23,473百万円

ロ　年金資産 13,375〃

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △10,098〃

ニ　未認識数理計算上の差異 5,998〃

ホ　未認識過去勤務債務 △1,818〃

ヘ　合計(ハ＋ニ＋ホ) △5,918〃

ト　前払年金費用 311〃

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △6,230百万円

　（注）一部の連結子会社において、退職給付債務の算定
にあたり、簡便法を採用しております。

 

２　退職給付債務に関する事項

イ　退職給付債務 △23,653百万円

ロ　年金資産 13,035〃

ハ　未積立退職給付債務(イ＋ロ) △10,617〃

ニ　未認識数理計算上の差異 6,099〃

ホ　未認識過去勤務債務 △1,653〃

ヘ　合計(ハ＋ニ＋ホ) △6,172〃

ト　前払年金費用 340〃

チ　退職給付引当金(ヘ－ト) △6,513百万円

　（注）一部の連結子会社において、退職給付債務の算定
にあたり、簡便法を採用しております。

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用（注） 860百万円

ロ　利息費用 435〃

ハ　期待運用収益 △82〃

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 624〃

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △165〃

ヘ　確定拠出年金への掛金支払額 18〃

ト　退職給付費用 1,690百万円

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費
用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

 

３　退職給付費用に関する事項

イ　勤務費用（注） 890百万円

ロ　利息費用 457〃

ハ　期待運用収益 △163〃

ニ　数理計算上の差異の費用処理額 540〃

ホ　過去勤務債務の費用処理額 △165〃

ヘ　確定拠出年金への掛金支払額 52〃

ト　退職給付費用 1,612百万円

　（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費
用は、「イ　勤務費用」に計上しております。

 

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　割引率 主として2.0％

ロ　期待運用収益率 0.75％

ハ　退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

ニ　過去勤務債務の額の処理年数

16年であります。(発生時の従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数による定額法に
よっております。)

ホ　数理計算上の差異の処理年数

主として16年であります。(各連結会計年度の
発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数による定額法により、それぞれ発生の
翌連結会計年度から費用処理しております。)

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

イ　割引率 主として2.0％

ロ　期待運用収益率 1.25％

ハ　退職給付見込額の期間配分方法 同左

ニ　過去勤務債務の額の処理年数

同左
 
 

ホ　数理計算上の差異の処理年数

同左

 

　 　

　

前へ　　　次へ

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 69/121



(ストック・オプション等関係)
　

前連結会計年度　(自 平成21年４月１日　至 平成22年３月31日)

該当事項はありません。

　

当連結会計年度　(自 平成22年４月１日　至 平成23年３月31日)

該当事項はありません。

　

(税効果会計関係)
　

前連結会計年度

(平成22年３月31日)

当連結会計年度

(平成23年３月31日)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

［流動の部］
(繰延税金資産) 　

　賞与引当金 423百万円

　未払事業税 72〃

  未払費用 109〃

　たな卸資産評価損 256〃

　たな卸資産未実現利益 23〃

　その他 73〃

　小計 960百万円
　評価性引当額 △860〃

　流動資産合計 100百万円
  繰延税金負債との相殺 △1 〃

　繰延税金資産の純額 98百万円
 (繰延税金負債) 　

  前払費用 △10百万円

　流動負債合計 △10百万円
　繰延税金資産との相殺 1 〃

　繰延税金負債の純額 △9百万円
 
 

［固定の部］
(繰延税金資産) 　

　繰越欠損金 7,014百万円

　退職給付引当金 2,448〃

　貸倒引当金 101〃

　関係会社株式評価損 2,098〃

　環境安全対策引当金 176〃

　その他 290〃

　小計 12,130百万円
　評価性引当額 △11,838〃

　固定資産合計 291百万円
　繰延税金負債との相殺 △228〃

　繰延税金資産の純額

 
62

 
百万円
 

(繰延税金負債) 　 　

　その他有価証券評価差額金 △559百万円

　在外子会社の減価償却費 △228〃

  その他 △97〃

　固定負債合計 △885百万円
　繰延税金資産との相殺 228〃

　繰延税金負債の純額 △656百万円
　 　

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別
の内訳

[流動の部]
(繰延税金資産) 　 　

　賞与引当金 690百万円

　未払事業税 42〃

　未払費用 283〃

　たな卸資産評価損 250〃

　たな卸資産未実現利益 239〃

　その他 30〃

　小計 1,538百万円
　評価性引当額 △1,378〃

　流動資産合計 159百万円

　繰延税金資産の純額
 

159
 

百万円
 

 

(繰延税金負債) 　 　

　流動負債 △0百万円

　繰延税金負債の純額 △0百万円
 
 

 
 
[固定の部]
(繰延税金資産) 　 　

　繰越欠損金 6,536百万円

　退職給付引当金 2,572〃

　貸倒引当金 15〃

　関係会社株式評価損 2,098〃

　環境安全対策引当金 145〃

　その他 168〃

　小計 11,537百万円
　評価性引当額 △11,364〃

　固定資産合計 173百万円
　繰延税金負債との相殺 △155〃

　繰延税金資産の純額
 

17
 

百万円
 

　

(繰延税金負債) 　 　

　その他有価証券評価差額金 △324百万円

　在外子会社の減価償却費 △228〃

　その他 △95〃

　固定負債合計 △648百万円
　繰延税金資産との相殺 155〃

　繰延税金負債の純額 △493百万円

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 70/121



　

前連結会計年度

(平成22年３月31日)

当連結会計年度

(平成23年３月31日)

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.26 ％

(調整) 　

交際費等永久に損金に算入されない
項目

△0.56 〃

受取配当金益金不算入 0.69 〃

受取配当金消去に伴う影響 △1.41 〃

在外子会社の税率差異等 5.04 〃

持分法投資損益 4.24 〃

評価性引当額 △67.32 〃

たな卸資産未実現利益 0.85 〃

その他 2.31 〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

△15.90 〃

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担
率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.26％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない
項目

1.03〃

受取配当金益金不算入 △26.37〃

受取配当金消去に伴う影響 29.32〃

在外子会社の税率差異等 △18.68〃

持分法投資損益 △4.35〃

評価性引当額 0.90〃

たな卸資産未実現利益 △0.72〃

外国源泉税 4.00〃

均等割 0.95〃

その他 4.22〃

税効果会計適用後の法人税等の
負担率

30.56〃

　 　

　

(企業結合等関係)

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　
当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

(資産除去債務関係)

当連結会計年度末（平成23年３月31日）

資産除去債務については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

前へ
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

当社及び連結子会社は、コンデンサ及びその他の電子部品の製造・販売を主な事業としておりますが、

当連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合

計額に占めるコンデンサ及びその他の電子部品の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別

セグメント情報の記載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

　
日本

(百万円)

北米

(百万円)

欧州

(百万円)

アジア等

(百万円)

計

(百万円)

消去

又は全社

(百万円)

連結

(百万円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　 　 　

　売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1)外部顧客に対する
売上高

31,1097,091 7,31560,380105,896 ― 105,896

　(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

71,5612,548 8 23,76297,880(97,880) ―

計 102,6719,639 7,32384,142203,776(97,880)105,896

　営業費用 100,95910,1237,25683,304201,643(92,710)108,932

　営業利益又は営業損失
(△)

1,711 △483 67 837 2,133(5,170)△3,036

Ⅱ　資産 119,3969,780 3,96848,428181,573(43,675)137,897

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米…………米国

(2) 欧州…………ドイツ

(3) アジア等……シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国

３　当連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は5,083百万

円であり、その主なものは親会社本社の管理部門等に係る費用であります。

４　当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は11,143百万円であり、そ

の主なものは親会社での余資運用資金(現預金)、長期投資資金(投資有価証券)及び管理部門に係る資産等で

あります。

　

　

　

【海外売上高】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

　

　 北米 欧州 アジア等 計

Ⅰ　海外売上高（百万円） 5,962 7,955 65,859 79,777

Ⅱ　連結売上高（百万円） 　 　 　 105,896

Ⅲ　連結売上高に占める
海外売上高の割合(％)

5.6 7.5 62.2 75.3

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米…………米国、カナダ

(2) 欧州…………ドイツ、フランス、フィンランド、イギリス

(3) アジア等……シンガポール、マレーシア、香港、台湾、韓国、中国

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。
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【セグメント情報】

１  報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、コンデンサの製造販売を主体とした機能別の事業本部を本社に置き、国内及び海外の包括的な

戦略を立案し、事業活動を展開しております。従って、当社は「コンデンサ」を報告セグメントとしてお

ります。

「コンデンサ」では、主に材料から一貫したアルミ電解コンデンサの製造販売を行っております。

　
２  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な

事項」における記載と同一であります。報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

　
３  報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

　
前連結会計年度（自  平成21年４月１日  至  平成22年３月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)１

連結財務諸表計上額
(注)２

コンデンサ

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 96,674 9,221 105,896

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ―

計 96,674 9,221 105,896

セグメント損失（△） △2,721 △315 △3,036

その他の項目 　 　 　

  減価償却費 9,046 280 9,326

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

3,735 278 4,013

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＭＯＳカメラモジュール、
アモルファスチョークコイルなどを含んでおります。

２　セグメント損失の合計額は、連結損益計算書の営業損失と一致しております。

３　セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。
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当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

（単位：百万円）

　
報告セグメント

その他
(注)１

連結財務諸表計上額
(注)２

コンデンサ

売上高 　 　 　

  外部顧客への売上高 119,786 8,003 127,790

  セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ―

計 119,786 8,003 127,790

セグメント利益又は損失（△） 8,363 △207 8,155

その他の項目 　 　 　

  減価償却費 8,550 223 8,773

  有形固定資産及び
  無形固定資産の増加額

9,519 94 9,614

(注) １　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ＣＭＯＳカメラモジュール、
アモルファスチョークコイルなどを含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。

３　セグメント資産は、事業セグメントに資産を配分していないため、記載しておりません。

　

（追加情報）

当連結会計年度より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。

　

【関連情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

１  製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

　
２  地域ごとの情報

(1) 売上高

（単位：百万円）

日本 中国 米州 欧州 その他 合計

31,262 47,683 7,988 11,096 29,759 127,790

(注) 売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

　

(2) 有形固定資産

（単位：百万円）

日本 中国 米州 欧州 その他 合計

35,149 3,213 3,861 62 5,462 47,750

　

３  主要な顧客ごとの情報

外部顧客への売上高のうち、連結損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先がないため、記載して

おりません。
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

当連結会計年度（自  平成22年４月１日  至  平成23年３月31日）

該当事項はありません。

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 76/121



　

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

１　関連当事者との取引

(１)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連
会社

三瑩電子
工　業
株式会社

京畿道
城南市
大韓民
国

10,000
百万won

アルミ電解
コンデンサ
の製造販売

直接 33.40
役員の兼任１人
同社の製品を購入
同社に材料等販売

製品の購入 1,581買掛金 233

コンデンサ
材料・製造
設備の販売

846売掛金 56

材料支給等 550未収入金 13

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 1　記載金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

２　同社製品の購入については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、一般取引と同様に決定しておりま

す。

３　コンデンサ材料・製造設備の販売については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、一般材と同様に

決定しております。

４　材料支給等については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

　

(２)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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当連結会計年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

１　関連当事者との取引

(１)連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の子会社及び関連会社等

種類
会社等の名
称又は氏名

所在地
資本金又

は出資金

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

(被所有)割合

(％)

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)

関連
会社

三瑩電子
工　業
株式会社

京畿道
城南市
大韓民
国

10,000
百万won

アルミ電解
コンデンサ
の製造販売

直接 33.40
役員の兼任１人
同社の製品を購入
同社に材料等販売

製品の購入 2,976買掛金 267

コンデンサ
材料・製造
設備の販売

1,123売掛金 62

材料支給等 753未収入金 8

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 1　記載金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。

２　同社製品の購入については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、一般取引と同様に決定しておりま

す。

３　コンデンサ材料・製造設備の販売については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、一般材と同様に

決定しております。

４　材料支給等については、市場価格、総原価を勘案し、毎期価格交渉の上、一般取引と同様に決定しております。

　

(２)連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

　

２　親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

 

１株当たり純資産額 423円85銭

１株当たり当期純損失 36円11銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 429円82銭

１株当たり当期純利益 23円17銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。　

　 　

　

(注)１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(平成22年３月31日)

当連結会計年度

(平成23年３月31日)

純資産の部の合計（百万円） 60,797 61,498

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 453 317

（うち少数株主持分　（百万円）） (453) (317)

普通株式に係る純資産額（百万円） 60,343 61,181

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の
普通株式の数（千株）

142,370 142,339

　

(注)２　１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △4,294 3,297

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失(△）
（百万円）

△4,294 3,297

普通株式の期中平均株式数（千株） 118,926 142,357

　

　

　

(重要な後発事象)

　

前連結会計年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当連結会計年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

――――――――

 
 
 
 

当社及び一部の国内連結子会社は、確定給付企業年金

制度、適格退職年金制度及び退職一時金制度を採用して

おりますが、平成23年４月１日付で適格退職年金制度を

廃止し、確定拠出年金制度と退職一時金制度へ移行致し

ました。

これにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第１号　平成14年１月31

日）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について

退職給付制度の終了処理を行います。

本移行に伴う影響額として、翌連結会計年度に270百

万円の特別損失を計上する見込みであります。
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⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

　

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

利率

(％)
担保 償還期限

日本ケミコン㈱
第６回無担保社債
(適格機関投資家限定)

平成16年
４月14日

1,000
1,000

(1,000)
1.529無担保社債

平成23年
４月14日

合計 ― ― 1,000
1,000

(1,000)
― ― ―

(注) １　「当期末残高」欄の（内書）は、１年内償還予定の金額であります。

２　連結決算日後５年内における１年ごとの償還予定額は次のとおりであります。

１年以内

(百万円)

１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

1,000 ― ― ― ―

　

　

【借入金等明細表】

　

区分
前期末残高

(百万円)

当期末残高

(百万円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 16,553 4,659 1.11 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 392 7,164 1.34 ―

１年以内に返済予定のリース債務 86 210 ― ―

長期借入金（１年以内に返済予定のもの
を除く。）

28,601 28,827 1.74
　平成24年４月
～平成32年５月

リース債務（１年以内に返済予定のもの
を除く。）

210 507 ―
　平成24年４月
～平成28年２月

その他有利子負債 － － ― ―

合計 45,844 41,369 ― ―

(注) １　「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２　リース債務については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を連結貸借対照

表に計上しているため、「平均利率」を記載しておりません。

３　長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は

次のとおりであります。

区分
１年超２年以内

(百万円)

２年超３年以内

(百万円)

３年超４年以内

(百万円)

４年超５年以内

(百万円)

長期借入金 4,006 14,802 2 10,002

リース債務 205 165 122 14

　

　

　

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度末及び直前連結会計年度末における資産除去債務の金額が当該各連結会計年度末

における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、記載を省略しております。
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(2) 【その他】

　

当連結会計年度における各四半期連結会計期間に係る売上高等

　

　

第１四半期

(自　平成22年４月１日

　至　平成22年６月30日)

第２四半期

(自　平成22年７月１日

　至　平成22年９月30日)

第３四半期

(自　平成22年10月１日

　至　平成22年12月31日)

第４四半期

(自　平成23年１月１日

　至　平成23年３月31日)

売上高 （百万円） 32,826 32,815 30,999 31,148

税金等調整前四半期
純利益

（百万円） 1,453 1,261 1,837 213

四半期純利益 （百万円） 947 711 1,520 117

１株当たり四半期純
利益

（円） 6.66 5.00 10.68 0.83
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２【財務諸表等】
(1)【財務諸表】
①【貸借対照表】

(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 11,887 5,866

受取手形 ※1
 957

※1
 988

売掛金 ※1
 24,980

※1
 24,476

商品及び製品 746 970

仕掛品 1,836 2,659

原材料及び貯蔵品 891 1,074

前払費用 149 135

関係会社短期貸付金 14,979 11,597

未収入金 ※1
 6,738

※1
 11,313

未収消費税等 2,075 2,497

立替金 ※1
 1,870

※1
 1,664

その他 68 43

貸倒引当金 △13 △14

流動資産合計 67,168 63,273

固定資産

有形固定資産

建物 22,064 21,704

減価償却累計額 △12,494 △12,804

建物（純額） 9,570 8,899

構築物 2,360 2,386

減価償却累計額 △1,876 △1,926

構築物（純額） 484 460

機械及び装置 34,287 35,023

減価償却累計額 △28,552 △28,959

機械及び装置（純額） 5,734 6,064

車両運搬具 45 46

減価償却累計額 △40 △43

車両運搬具（純額） 4 3

工具、器具及び備品 5,267 5,849

減価償却累計額 △4,681 △5,018

工具、器具及び備品（純額） 586 831

土地 6,305 6,305

リース資産 352 435

減価償却累計額 △90 △177

リース資産（純額） 262 258

建設仮勘定 980 849

有形固定資産合計 23,928 23,671
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

無形固定資産

ソフトウエア 1,232 1,434

電話加入権 10 10

施設利用権 10 8

無形固定資産合計 1,253 1,453

投資その他の資産

投資有価証券 3,982 3,498

関係会社株式 24,886 26,813

出資金 1 0

関係会社出資金 4,835 4,835

長期貸付金 14 7

関係会社長期貸付金 460 1,333

長期前払費用 552 319

保険積立金 1,512 1,203

その他 569 406

貸倒引当金 △252 △177

投資その他の資産合計 36,564 38,240

固定資産合計 61,746 63,365

資産合計 128,914 126,639

負債の部

流動負債

支払手形 ※1
 327

※1
 347

買掛金 ※1
 13,863

※1
 11,802

短期借入金 ※1
 13,900

※1
 2,622

1年内償還予定の社債 － 1,000

1年内返済予定の長期借入金 100 7,000

リース債務 83 202

未払金 ※1
 8,264

※1
 9,140

未払法人税等 433 77

未払費用 515 560

前受金 － 1

預り金 47 48

設備関係支払手形 ※1
 149

※1
 178

賞与引当金 472 796

役員賞与引当金 － 30

災害損失引当金 － 492

その他 32 3

流動負債合計 38,190 34,302

固定負債

社債 1,000 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

長期借入金 28,300 28,800

リース債務 201 491

退職給付引当金 3,153 3,315

環境安全対策引当金 438 361

繰延税金負債 559 324

その他 439 448

固定負債合計 34,091 33,741

負債合計 72,282 68,044

純資産の部

株主資本

資本金 17,884 17,884

資本剰余金

資本準備金 22,132 22,132

その他資本剰余金 14,063 14,063

資本剰余金合計 36,196 36,196

利益剰余金

利益準備金 2,778 2,778

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △1,036 1,285

利益剰余金合計 1,742 4,063

自己株式 △19 △32

株主資本合計 55,803 58,112

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 829 482

評価・換算差額等合計 829 482

純資産合計 56,632 58,594

負債純資産合計 128,914 126,639
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②【損益計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

売上高

製品売上高 88,644 107,938

商品売上高 6,455 1,669

売上高合計 ※2
 95,099

※2
 109,607

売上原価

製品期首たな卸高 930 572

当期製品製造原価 80,296 95,732

合計 81,227 96,304

製品期末たな卸高 572 793

製品売上原価 80,655 95,511

商品期首たな卸高 165 173

当期商品仕入高 9,332 1,576

合計 9,497 1,749

商品期末たな卸高 173 176

商品売上原価 9,324 1,572

売上原価合計 ※1, ※2
 89,979

※1, ※2
 97,083

売上総利益 5,120 12,523

販売費及び一般管理費 ※3, ※4
 9,947

※3, ※4
 10,701

営業利益又は営業損失（△） △4,826 1,822

営業外収益

受取利息 ※2
 228

※2
 164

有価証券利息 1 1

受取配当金 ※2
 180

※2
 3,537

為替差益 33 －

その他 35 39

営業外収益合計 479 3,743

営業外費用

支払利息 788 ※2
 675

社債利息 20 15

為替差損 － 1,132

その他 116 86

営業外費用合計 925 1,909

経常利益又は経常損失（△） △5,272 3,655

特別利益

投資有価証券売却益 － 1

貸倒引当金戻入額 ※2
 740 －

その他 17 1

特別利益合計 757 2
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

特別損失

固定資産処分損 ※5
 24

※5
 27

投資有価証券売却損 － 32

投資有価証券評価損 3 1

関係会社株式評価損 1,497 －

貸倒引当金繰入額 － ※2
 74

災害による損失 － ※6
 1,106

その他 17 1

特別損失合計 1,542 1,243

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △6,057 2,414

法人税、住民税及び事業税 △178 93

過年度法人税等 36 －

法人税等合計 △141 93

当期純利益又は当期純損失（△） △5,915 2,321
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【製造原価明細書】

　

　 　
前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

区分
注記

番号
金額(百万円)

構成比

(％)
金額(百万円)

構成比

(％)

Ⅰ　材料費 　 57,222 72.2 71,724 74.3

Ⅱ　労務費
※１
※２

2,332 2.9 2,393 2.5

Ⅲ　経費 　 　 　 　 　

　外注加工費 　 12,015　 15,086　

　電力費 　 1,823　 2,197　

　減価償却費 　 2,833　 2,614　

　その他 　 3,089　 2,538　

　計 　 19,761 24.9 22,436 23.2

　　　当期総製造費用 　 79,316100.0 96,555100.0

　　　期首仕掛品たな卸高 　 2,817　 1,836　

合計 　 82,133　 98,392　

　　　期末仕掛品たな卸高 　 1,836　 2,659　

　　　当期製品製造原価 　 80,296　 95,732　

　 　 　 　 　 　

(注)※１　労務費のうち退職給付引当金繰入額は前事業年度255百万円、当事業年度218百万円であります。

　※２　労務費のうち賞与引当金繰入額は前事業年度275百万円、当事業年度409百万円であります。

　
（原価計算の方法）

原価計算の方法は組別総合原価計算であります。

期中は予定原価を採用しており、期末において原価差額を調整しております。
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③【株主資本等変動計算書】
(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 15,751 17,884

当期変動額

新株の発行 2,132 －

当期変動額合計 2,132 －

当期末残高 17,884 17,884

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 33,819 22,132

当期変動額

新株の発行 2,132 －

準備金から剰余金への振替 △13,819 －

当期変動額合計 △11,686 －

当期末残高 22,132 22,132

その他資本剰余金

前期末残高 － 14,063

当期変動額

準備金から剰余金への振替 13,819 －

自己株式の処分 244 －

当期変動額合計 14,063 －

当期末残高 14,063 14,063

資本剰余金合計

前期末残高 33,819 36,196

当期変動額

新株の発行 2,132 －

準備金から剰余金への振替 － －

自己株式の処分 244 －

当期変動額合計 2,376 －

当期末残高 36,196 36,196

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 2,778 2,778

当期末残高 2,778 2,778

その他利益剰余金

別途積立金

前期末残高 2,000 －

当期変動額

別途積立金の取崩 △2,000 －

当期変動額合計 △2,000 －
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

当期末残高 － －

繰越利益剰余金

前期末残高 2,879 △1,036

当期変動額

当期純利益又は当期純損失（△） △5,915 2,321

別途積立金の取崩 2,000 －

当期変動額合計 △3,915 2,321

当期末残高 △1,036 1,285

利益剰余金合計

前期末残高 7,657 1,742

当期変動額

別途積立金の取崩 － －

当期純利益又は当期純損失（△） △5,915 2,321

当期変動額合計 △5,915 2,321

当期末残高 1,742 4,063

自己株式

前期末残高 △2,559 △19

当期変動額

自己株式の取得 △6 △12

自己株式の処分 2,545 －

当期変動額合計 2,539 △12

当期末残高 △19 △32

株主資本合計

前期末残高 54,669 55,803

当期変動額

新株の発行 4,265 －

当期純利益又は当期純損失（△） △5,915 2,321

自己株式の取得 △6 △12

自己株式の処分 2,790 －

当期変動額合計 1,133 2,309

当期末残高 55,803 58,112
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(単位：百万円)

前事業年度
(自 平成21年４月１日
　至 平成22年３月31日)

当事業年度
(自 平成22年４月１日
　至 平成23年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

前期末残高 391 829

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

438 △347

当期変動額合計 438 △347

当期末残高 829 482

評価・換算差額等合計

前期末残高 391 829

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純
額）

438 △347

当期変動額合計 438 △347

当期末残高 829 482

純資産合計

前期末残高 55,061 56,632

当期変動額

新株の発行 4,265 －

当期純利益又は当期純損失（△） △5,915 2,321

自己株式の取得 △6 △12

自己株式の処分 2,790 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 438 △347

当期変動額合計 1,571 1,961

当期末残高 56,632 58,594
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【重要な会計方針】

　

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっ

ております。

その他有価証券

　時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価

法によっております。(評価差額は

全部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算定

しております。)

　時価のないもの

　　移動平均法による原価法によってお

ります。

 

子会社株式及び関連会社株式

同左

 
その他有価証券

　時価のあるもの

　　　　　　 　同左

 
 
 
　　　　　 　

　時価のないもの

同左

２　デリバティブ等の評価基

準及び評価方法

 

時価法によっております。 同左

 

３　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

製品・仕掛品…総平均法による原価法

(収益性の低下による

簿価切下げの方法)

商品・貯蔵品…最終仕入原価法による

原価法(収益性の低下

による簿価切下げの方

法)

原材料…………先入先出法による原価

法(収益性の低下によ

る簿価切下げの方法)

 

製品・仕掛品…同左

 

 

商品・貯蔵品…同左

 

 

原材料…………同左

 

 

４　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産(リース資産を除く)

主として定率法によっておりま

す。

ただし、建物(建物附属設備を除

く)については、定額法によっており

ます。

なお、主な耐用年数は次のとおり

であります。

建物………２～50年

機械装置…２～11年

有形固定資産(リース資産を除く)

　　　　　　同左

 

 

 

 

 

　 無形固定資産(リース資産を除く)

　定額法によっております。

　ただし、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法によってお

ります。　
 

無形固定資産(リース資産を除く)

　　　　　　　同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

４　固定資産の減価償却の方

法

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

　自己所有の固定資産に適用する減

価償却方法と同一の方法を採用し

ております。

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用して

おります。

　なお、所有権移転外ファイナンス

・リース取引のうち、リース取引開

始日が企業会計基準第13号「リー

ス取引に関する会計基準」の適用

初年度開始前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。

リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取

引に係るリース資産

　        　同左　

 

　　　　

所有権移転外ファイナンス・リース

取引に係るリース資産

同左

 

　 長期前払費用 長期前払費用

　
　

定額法によっております。
 

同左
 

５　引当金の計上基準 貸倒引当金

金銭債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額を計上

しております。

貸倒引当金

同左

　 賞与引当金

将来の従業員賞与の支給に備え

るため、支給見込額を計上しており

ます。

賞与引当金

同左

　 　　　　───────── 役員賞与引当金

　役員の賞与の支給に備えるため、支

給見込額のうち当期の負担に属する

と認められる額を計上しておりま

す。　　

　 　　　　───────── 災害損失引当金

　東日本大震災による固定資産の損

傷等に伴う復旧費用等の支出に備え

るため、当事業年度末における見込

額を計上しております。
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項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

５　引当金の計上基準 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、

当期末における退職給付債務及び年

金資産の見込額に基づき、当期末に

おいて発生していると認められる額

を計上しております。

退職給付引当金

　　　　　　 　同左

　 過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(16年)による定額法により費

用処理しております。

数理計算上の差異は、各期の発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(16年)による定額法に

より、それぞれ発生の翌期から費用

処理しております。

　

　 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規により計算した期末要

支給額を計上しております。

（追加情報）

当社の役員退職慰労引当金につい

ては、従来、役員の退職慰労金の支出に

備えるため内規に基づく期末要支給額

を計上しておりましたが、平成21年６

月26日開催の定時株主総会決議をもっ

て役員退職慰労金制度を廃止しており

ます。

同制度の廃止に伴い、在任期間に応

じた役員退職慰労金の打ち切り支給を

同株主総会で決議し、役員退職慰労引

当金を長期未払金に計上し、固定負債

「その他」として表示しております。
 

─────────

　 環境安全対策引当金

「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正

な処理の推進に関する特別措置法」に

より、今後発生が見込まれるＰＣＢ廃

棄物の処理費用に充てるため、当期末

における所要見込額を計上しておりま

す。

環境安全対策引当金

　　　　　　　 同左
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項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

６　ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法

金利スワップ、金利キャップについ

ては、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しておりま

す。

 
 
 
②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

金利キャップ

 

（ヘッジ対象)

借入金の利息

③ヘッジ方針

当社は借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップ、金

利キャップ取引を行っており、ヘッ

ジ対象の識別は個別契約毎に行って

おります。

④ヘッジ有効性評価の方法

リスク管理方針に従って、以下の条

件を満たす金利スワップ、金利キャッ

プを締結しております。

Ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本金額が一致している。

Ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。

Ⅲ　長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされ

る変動金利のインデックスが一致

している。

Ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。

Ⅴ　金利スワップの受払い条件がス

ワップ期間を通して一定である。

従って、金利スワップの特例処理の

要件を満たしているため決算日におけ

る有効性の評価を省略しております。

 

①ヘッジ会計の方法

金利スワップ、金利キャップについ

ては、特例処理の要件を満たしており

ますので、特例処理を採用しておりま

す。

また、通貨スワップについては、振当

処理の要件を満たしておりますので、

振当処理を採用しております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象

（ヘッジ手段）

金利スワップ

金利キャップ

通貨スワップ

（ヘッジ対象)

借入金の利息、外貨建借入金

③ヘッジ方針

当社は借入金の金利変動リスク

を回避する目的で金利スワップ、金

利キャップ並びに通貨スワップ取引

を行っており、ヘッジ対象の識別は

個別契約毎に行っております。

④ヘッジ有効性評価の方法

リスク管理方針に従って、以下の条

件を満たす金利スワップ、金利キャッ

プを締結しております。

Ⅰ　金利スワップの想定元本と長期借

入金の元本金額が一致している。

Ⅱ　金利スワップと長期借入金の契約

期間及び満期が一致している。

Ⅲ　長期借入金の変動金利のインデッ

クスと金利スワップで受払いされ

る変動金利のインデックスが一致

している。

Ⅳ　長期借入金と金利スワップの金利

改定条件が一致している。

Ⅴ　金利スワップの受払い条件がス

ワップ期間を通して一定である。

また、通貨スワップ取引については、

外貨建借入金の元本金額及び期間を一

致させて利用しております。

従って、特例処理によっている金利

スワップ、金利キャップ及び振当処理

よっている通貨スワップについては要

件を満たしているため決算日における

有効性の評価を省略しております。

 
７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

(消費税等の会計処理)

消費税及び地方消費税の会計処理
は、税抜方式によっております。

(連結納税制度の適用)

連結納税制度を適用しております。
 

(消費税等の会計処理)

同左

 
(連結納税制度の適用)

　　　　　　　 同左
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【会計方針の変更】

　

前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

（退職給付に係る会計基準）

当事業年度より、「退職給付に係る会計基準」の一

部改正(その３)（企業会計基準第19号　平成20年７月

31日）を適用しております。

これに伴う、当事業年度の営業損失、経常損失、税引

前当期純損失及び退職給付債務の差額の未処理残高に

与える影響はありません。

――――――――――

―――――――――― （資産除去債務に関する会計基準等）

当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号　平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用

しております。

これによる損益に与える影響は軽微であります。

――――――――――

 
 
 
 

（企業結合に関する会計基準等）

当事業年度より、「企業結合に関する会計基準」(企

業会計基準第21号　平成20年12月26日)、「『研究開発

費等に係る会計基準』の一部改正」(企業会計基準第

23号　平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計

基準」(企業会計基準第７号　平成20年12月26日)及び

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12

月26日)を適用しております。
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【注記事項】

(貸借対照表関係)

　

前事業年度

(平成22年３月31日)

当事業年度

(平成23年３月31日)

※１　関係会社に対する資産及び負債
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて
いる関係会社に対するものは次のとおりであり
ます。

受取手形 229百万円

売掛金 18,927〃

未収入金 4,398〃

立替金 1,866〃

支払手形 161〃

買掛金 9,758〃

短期借入金 722〃

未払金 799〃

設備関係支払手形 70 〃
 

※１　関係会社に対する資産及び負債
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて
いる関係会社に対するものは次のとおりであり
ます。

受取手形 119百万円

売掛金 18,398〃

未収入金 8,451〃

立替金 1,650〃

支払手形 56 〃

買掛金 8,121〃

短期借入金 882〃

未払金 942〃

設備関係支払手形 76 〃
 

　２　偶発債務 　２　偶発債務
　　　債務保証
　　　下記の会社の銀行借入金残高等に対して保証を
　　行っております。
Hong Kong Chemi-Con Ltd.1,778百万円

上海貴弥功貿易有限公司 1,209〃

ケミコン米沢㈱ 417〃

ケミコン精機㈱ 376〃

日高エレクトロン㈱ 313〃

ケミコン山形㈱ 213〃

CU TECH CORPORATION144〃

ケミコン長岡㈱ 131〃

Chemi-Con(Malaysia)Sdn.Bhd.113〃

Chemi-Con Materials

Corporation
56 〃

Europe

Chemi-Con(Deutschland)GmbH
19 〃

Singapore Chemi-Con(Pte.)Ltd.1 〃

合計 4,775〃

　　　債務保証
　　　下記の会社の銀行借入金残高等に対して保証を
　　行っております。
上海貴弥功貿易有限公司 1,354百万円

Hong Kong Chemi-Con Ltd.1,105〃

ケミコン精機㈱ 533〃

ケミコン米沢㈱ 421〃

CU TECH CORPORATION263〃

ケミコン山形㈱ 261〃

日高エレクトロン㈱ 240〃

Chemi-Con(Malaysia)Sdn.Bhd.130〃

ケミコン長岡㈱ 87 〃

Chemi-Con Materials

Corporation
62 〃

Europe

Chemi-Con(Deutschland)GmbH
18 〃

Singapore Chemi-Con(Pte.)Ltd.2 〃

合計 4,479〃
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(損益計算書関係)

　

前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額

売上原価 209百万円
 

※１　通常の販売目的で保有する棚卸資産の収益性の低
下による簿価切下額

売上原価 80百万円
 

※２　関係会社に係る注記
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて
いる関係会社に対するものは、次のとおりであり
ます。

売上高 69,258百万円

仕入高 98,174〃

受取利息 206〃

受取配当金 127〃

貸倒引当金戻入額 736〃
 

※２　関係会社に係る注記
区分掲記されたもの以外で各科目に含まれて
いる関係会社に対するものは、次のとおりであり
ます。

売上高 78,449百万円

仕入高 90,020〃

受取利息 140〃

受取配当金 3,469〃

支払利息 2 〃

貸倒引当金繰入額 71 〃
 

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は23％であ
り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は
77％であります。主要な費用及び金額は次のとおり
であります。

荷造運賃 636百万円

給与手当 2,173〃

賞与引当金繰入額 335〃

機械賃借料 415〃

研究開発費 3,590〃

減価償却費 616〃

退職給付引当金繰入額 663〃

役員退職慰労引当金繰入額 14 〃

雑給 241〃

地代家賃 475〃
 

※３　販売費に属する費用のおおよその割合は23％であ
り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は
77％であります。主要な費用及び金額は次のとおり
であります。

荷造運賃 735百万円

給与手当 1,998〃

賞与引当金繰入額 627〃

機械賃借料 354〃

研究開発費 3,642〃

減価償却費 509〃

退職給付引当金繰入額 611〃

雑給 171〃

地代家賃 475〃
 

※４　研究開発費の総額
一般管理費に含まれる研究開発費

　 3,590百万円
 

※４　研究開発費の総額
一般管理費に含まれる研究開発費

　 3,642百万円
 

※５　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。
固定資産売却損

―――――――――
固定資産除却損
建物 2百万円

構築物 1 〃

機械及び装置 14 〃

車両運搬具 1 〃

工具、器具及び備品 5 〃

計 24 〃
 

※５　固定資産処分損の内訳は次のとおりであります。
固定資産売却損

同左
固定資産除却損
建物 5百万円

構築物 0 〃

機械及び装置 18 〃

工具、器具及び備品 3 〃

計 27 〃

 
 

――――――――― ※６　災害による損失は東日本大震災により発生した損
失であります。

操業休止期間中の固定費 162百万円

たな卸資産及び固定資産滅失 333〃

原状回復費用等 507〃

被災自治体への義援金等 103〃

計 1,106〃
 

　

EDINET提出書類

日本ケミコン株式会社(E01926)

有価証券報告書

 97/121



　

(株主資本等変動計算書関係)

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

　普通株式（株） 10,056,564 21,186 10,000,000 77,750

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　  　21,186株

減少数の主な内訳は、次のとおりであります。

　取締役会決議による自己株式の処分による売出し　10,000,000株

　

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

　普通株式（株） 77,750 30,685 ― 108,435

（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　単元未満株式の買取りによる増加　　　　　　　　　  30,685株
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(リース取引関係)

　

前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権

移転外ファイナンス・リース取引

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

 
　 工具、器具

及び備品

　 合計

　 百万円　 百万円

取得価額

相当額
111　 111

減価償却

累計額

相当額

89　 89

期末残高
相当額

21　 21

 
 

（借主側）

①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額及び期末残高相当額

 
　 工具、器具

及び備品

　 合計

　 百万円　 百万円

取得価額

相当額
40　 40

減価償却

累計額

相当額

34　 34

期末残高
相当額

5　 5

 

②　未経過リース料期末残高相当額

1年以内 16百万円

1年超 6 〃

合計 22 〃

 

②　未経過リース料期末残高相当額

1年以内 6百万円

1年超 － 〃

合計 6 〃

 
③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 86百万円

減価償却費相当額 74 〃

支払利息相当額 1 〃

　

③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息

相当額

支払リース料 17百万円

減価償却費相当額 16 〃

支払利息相当額 0 〃

　

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

・利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。
 

④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

・減価償却費相当額の算定方法

同左

 
・利息相当額の算定方法

同左

 

ファイナンス・リース取引

（借主側）
――――――――――

 
 

 

 

 
 

ファイナンス・リース取引

（借主側）
所有権移転ファイナンス・リース取引
(1)リース資産の内容
有形固定資産
主として電極箔生産設備（機械及び装置）であ
ります。

(2)リース資産の減価償却の方法
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と
同一の方法を採用しております。
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前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース資産の内容

有形固定資産

主として、本社におけるサーバー(工具、器具及

び備品)であります。

(2)リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とし

て算定する方法によっております。
 
オペレーティング・リース取引

（借主側）

――――――――――

所有権移転外ファイナンス・リース取引

(1)リース資産の内容

有形固定資産

同左

 

(2)リース資産の減価償却の方法

同左

 
 
オペレーティング・リース取引

（借主側）
同左
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(有価証券関係)

前事業年度（平成22年３月31日）

(追加情報)

当事業年度より、「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号　平成20年３月10日)及び

「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日)

を適用しております。

　
子会社株式及び関連会社株式

区分 貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 245 5,669 5,424

　

(注)　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

区分 貸借対照表計上額
(百万円)

子会社株式 24,613

関連会社株式 27

合計 24,641

上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められるものであります。

　

当事業年度（平成23年３月31日）

子会社株式及び関連会社株式

区分 貸借対照表計上額
(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

関連会社株式 245 5,787 5,542

　

(注)　時価を把握することが極めて困難と認められる子会社株式及び関連会社株式

区分 貸借対照表計上額
(百万円)

子会社株式 26,428

関連会社株式 139

合計 26,568

上記については、市場価格がなく時価を把握することが極めて困難と認められることから「子会社株式

及び関連会社株式」には含めておりません。

次へ
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(税効果会計関係)

　

前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 
[流動の部] 　 　

(繰延税金資産) 　 　

　賞与引当金 190百万円

　未払事業税 23 〃

　たな卸資産評価損 51 〃

　その他 22 〃

　小計 287〃

　評価性引当額 △287〃

　繰延税金資産計 － 〃

　 　 　

[固定の部] 　 　

(繰延税金資産) 　 　

　退職給付引当金 1,269百万円

　貸倒引当金 74 〃

　関係会社株式評価損 2,098〃

　環境安全対策引当金 176〃

　繰越欠損金 3,849〃

　その他 277〃

　小計 7,746〃

　評価性引当額 △7,746〃

　繰延税金資産計 － 〃

(繰延税金負債) 　 　

　その他有価証券評価差額金 △559百万円

　繰延税金負債計 △559〃

　 　 　

　繰延税金負債の純額 △559〃

 

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 
[流動の部] 　 　

(繰延税金資産) 　 　

　賞与引当金 320百万円

　未払事業税 31 〃

　たな卸資産評価損 16 〃

　その他 211〃

　小計 579〃

　評価性引当額 △579〃

　繰延税金資産計 － 〃

　 　 　

[固定の部] 　 　

(繰延税金資産) 　 　

　退職給付引当金 1,334百万円

　貸倒引当金 15 〃

　関係会社株式評価損 2,098〃

　環境安全対策引当金 145〃

　繰越欠損金 3,788〃

　その他 199〃

　小計 7,582〃

　評価性引当額 △7,582〃

　繰延税金資産計 － 〃

(繰延税金負債) 　 　

　その他有価証券評価差額金 △324百万円

　繰延税金負債計 △324〃

　 　 　

　繰延税金負債の純額 △324〃
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前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

の差異原因となった項目別の内訳

法定実効税率 40.26％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない
項目

△0.29〃

受取配当金益金不算入 0.42〃

評価性引当額 △38.15〃

その他 0.10〃

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

2.34〃

 

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税の負担率

の差異原因となった項目別の内訳

法定実効税率 40.26％

(調整) 　 　

交際費等永久に損金に算入されない
項目

1.37〃

受取配当金益金不算入 △52.04〃

評価性引当額 5.29〃

外国源泉税 7.89〃

その他 1.09〃

税効果会計適用後の法人税等
の負担率

3.86〃

 

　

　

　

(企業結合等関係)

前事業年度（自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日）

該当事項はありません。

　

当事業年度（自　平成22年４月１日　至　平成23年３月31日）

該当事項はありません。

　

　

(資産除去債務関係)

当事業年度（平成23年３月31日）

資産除去債務については、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

　

前事業年度
(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

 

１株当たり純資産額 397円79銭

１株当たり当期純損失 49円74銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 411円66銭

１株当たり当期純利益 16円31銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について
は、潜在株式がないため記載しておりません。

　 　

　

(注)１　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目 前事業年度
(平成22年３月31日)

当事業年度
(平成23年３月31日)

純資産の部の合計（百万円） 56,632 58,594

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） ― ―

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 56,632 58,594

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普
通株式の数（千株）

142,370 142,339

　

(注)２　１株当たり当期純利益又は当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度
(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

当期純利益又は当期純損失（△）（百万円） △5,915 2,321

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）
（百万円）

△5,915 2,321

普通株式の期中平均株式数（千株） 118,926 142,357

　

　

　

(重要な後発事象)

　

前事業年度

(自　平成21年４月１日
　至　平成22年３月31日)

当事業年度

(自　平成22年４月１日
　至　平成23年３月31日)

――――――――――

 
 
 
 

当社は、確定給付企業年金制度、適格退職年金制度及び

退職一時金制度を採用しておりますが、平成23年４月１

日付で適格退職年金制度を廃止し、確定拠出年金制度と

退職一時金制度へ移行致しました。

これにより、「退職給付制度間の移行等に関する会計処

理」（企業会計基準適用指針第１号　平成14年１月31

日）を適用し、確定拠出年金制度への移行部分について

退職給付制度の終了処理を行います。

本移行に伴う影響額として、翌事業年度に158百万円

の特別損失を計上する見込みであります。
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④ 【附属明細表】

【有価証券明細表】

【株式】

　

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価
証券

その他
有価証券

ソニー㈱ 292,156 778

㈱三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 1,788,430 686

㈱三井住友フィナンシャルグループ 201,065 519

㈱日立製作所 817,393 353

シャープ㈱ 174,720 144

サンケン電気㈱ 222,898 109

岡三ホールディングス㈱ 329,036 103

日本シイエムケイ㈱ 281,000 102

㈱山形銀行 220,000 91

日本軽金属㈱ 540,000 88

その他（16銘柄） 979,550 427

小計 5,846,248 3,405

計 5,846,248 3,405

　

【その他】

　

種類及び銘柄 投資口数等(口)
貸借対照表計上額

(百万円)

投資有価
証券

その他
有価証券

（証券投資信託受益証券）
レッグメイソン・ユーロ　Ｂ
　　　　　（為替ヘッジあり）

117,008,632 92

小計 117,008,632 92

計 117,008,632 92
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【有形固定資産等明細表】

　

資産の種類
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額

(百万円)

当期末残高

(百万円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額

(百万円)

当期償却額

(百万円)

差引当期末
残高

(百万円)

有形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　建物 22,064 152 513 21,70412,804 709 8,899

　構築物 2,360 40 15 2,386 1,926 65 460

　機械及び装置 34,2872,674 1,93735,02328,9592,232 6,064

　車両及び運搬具 45 1 0 46 43 2 3

　工具、器具及び備品 5,267 682 100 5,849 5,018 431 831

　土地 6,305 ― ― 6,305 ― ― 6,305

　リース資産 352 82 ― 435 177 86 258

　建設仮勘定 980 5,446 5,577 849 ― ― 849

　有形固定資産計 71,6649,080 8,14472,60048,9293,52723,671

無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　ソフトウェア 3,367 459 31 3,795 2,361 227 1,434

　電話加入権 10 ― ― 10 ― ― 10

　施設利用権 149 ― ― 149 141 1 8

　無形固定資産計 3,527 459 31 3,956 2,502 228 1,453

　長期前払費用 1,000 7 80 927 607 159 319

(注)１　当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置：コンデンサ用電極箔生産設備 1,889百万円

　 コンデンサ生産設備（関係会社への貸与） 574百万円

建設仮勘定　： コンデンサ用電極箔生産設備 2,580百万円

　 コンデンサ生産設備（関係会社への貸与含む） 2,111百万円

　　２　当期減少額のうち主なものは次のとおりであります。

機械及び装置：コンデンサ用電極箔生産設備 1,711百万円

　　　　（なお、上記金額には東日本大震災により被災した設備1,263百万円を含んでおります）

　

【引当金明細表】

　

区分
前期末残高

(百万円)

当期増加額

(百万円)

当期減少額
(目的使用)

(百万円)

当期減少額
(その他)

(百万円)

当期末残高

(百万円)

貸倒引当金 265 191 155 110 191

賞与引当金 472 796 472 ― 796

役員賞与引当金 ― 30 ― ― 30

災害損失引当金 ― 492 ― ― 492

環境安全対策引当金 438 ― 77 ― 361

(注)　貸倒引当金の「当期減少額(その他)」は、洗替及び評価替によるものと、一部回収による減少によるものでありま

す。
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(2) 【主な資産及び負債の内容】

①　資産の部

イ　現金及び預金

　
区分 金額(百万円)

現金 26

預金 　

当座預金 5,157

普通預金 171

通知預金 100

定期預金 400

別段預金 9

郵便貯金 0

計 5,839

合計 5,866

　
ロ　受取手形

(イ)相手先別内訳

　
相手先 金額(百万円)

 東和電機㈱ 138

田淵電機㈱ 135

ＫＤＫ販売㈱ 119

和田電機㈱ 59

長野日本無線㈱ 54

その他 480

合計 988

　 (ロ)期日別内訳

　
期日 金額(百万円)

平成23年４月満期 333

平成23年５月満期 256

平成23年６月満期 302

平成23年７月満期 94

平成23年８月満期 2

合計 988
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ハ　売掛金

(イ)相手先別内訳

　
相手先 金額(百万円)

Hong Kong Chemi-Con Ltd. 6,610

Europe Chemi-Con (Deutschland) GmbH 2,969

上海貴弥功貿易有限公司 2,585

台湾佳美工股?有限公司 2,046

United Chemi-Con, Inc. 1,161

その他 9,104

合計 24,476

　
　

(ロ)売掛金の発生及び回収並びに滞留状況

　
前期繰越高

(百万円)

当期発生高

(百万円)

当期回収高

(百万円)

次期繰越高

(百万円)
回収率(％) 滞留期間(日)

(A) (B) (C) (D)
   (C)
─────×100
 (A)+(B)

(A) ＋ (D)
─────
２

──────
(B)

─────
365

24,980 111,321 111,825 24,476 82.04 81.08

(注)　消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれており

ます。

　
ニ　商品及び製品

　
品名 金額(百万円)

コンデンサ 764

複合商品他 206

合計 970

　　
　 ホ　仕掛品

　
品名 金額(百万円)

コンデンサ用電極箔他 2,659

合計 2,659
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ヘ　原材料及び貯蔵品

　
品名 金額(百万円)

機械部品他 286

アルミ電極箔 576

薬品 34

その他 176

合計 1,074

　
ト　関係会社短期貸付金

　

相手先 金額(百万円)

福島電気工業㈱ 3,361

岩手電気工業㈱ 2,009

P.T. Indonesia Chemi-Con 1,899

United Chemi-Con,Inc. 1,080

ケミコン山形㈱ 750

その他 2,495

合計 11,597

　
チ　未収入金

　

相手先 金額(百万円)

Chemi-Con (Malaysia) Sdn. Bhd. 1,190

Singapore Chemi-Con (Pte.) Ltd. 1,175

Hong Kong Chemi-Con Ltd. 873

貴弥功（無錫）有限公司 769

上海貴弥功貿易有限公司 641

その他 6,662

合計 11,313

　
リ　関係会社株式

　

相手先 金額(百万円)

Chemi-Con Materials Corporation 6,970

ケミコン宮城㈱ 3,497

P.T. Indonesia Chemi-Con 3,210

ケミコン岩手㈱ 2,754

台湾佳美工股?有限公司 2,751

その他 7,629

合計 26,813
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②　負債の部

イ　支払手形

(イ)相手先別内訳

　
相手先 金額(百万円)

 ＮＯＫ㈱ 166

ケミコン長岡㈱ 36

住友重機械メカトロニクス㈱ 25

㈱美和製作所 21

㈱リガク 10

その他 85

合計 347

　 (ロ)期日別内訳

　
期日 金額(百万円)

平成23年４月満期 95

平成23年５月満期 113

平成23年６月満期 66

平成23年７月満期 39

平成23年８月満期 32

合計 347

　
ロ　買掛金

　
相手先 金額(百万円)

ケミコン岩手㈱ 1,034

貴弥功（無錫）有限公司 822

Chemi-Con (Malaysia) Sdn. Bhd. 780

ケミコン福島㈱ 734

日本軽金属㈱ 716

その他 7,713

合計 11,802
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ハ　一年内返済予定長期借入金

　
相手先 金額(百万円)

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 2,000

茨城県信用農業協同組合連合会 1,000

㈱八十二銀行 1,000

㈱三井住友銀行 1,000

㈱山形銀行 500

その他 1,500

合計 7,000

　
ニ　未払金

　
相手先 金額(百万円)

三菱ＵＦＪ信託銀行㈱ 6,535

ケミコン精機㈱ 306

㈱神戸製鋼所 168

ケミコン宮城㈱ 138

㈱皆藤製作所 99

その他 1,892

合計 9,140

　
ホ　設備関係支払手形

(イ)相手先別内訳

　
相手先 金額(百万円)

佐藤金属㈱ 79

ケミコン精機㈱ 76

関東ＮＯＫ販売㈱ 7

(有)江幡鈑金製作所 7

(有)モア・コントロールズ 3

その他 3

合計 178

　 (ロ)期日別内訳

　
期日 金額(百万円)

 平成23年４月満期 39

平成23年５月満期 50

平成23年６月満期 85

平成23年７月満期 1

合計 178

　
ヘ　長期借入金

　
相手先 金額(百万円)

日本生命保険相互会社 4,300
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埼玉県信用農業協同組合連合会 2,500

住友生命保険相互会社 2,500

三井生命保険㈱ 1,500

太陽生命保険相互会社 1,500

その他 16,500

合計 28,800

　
　

　

　

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 1,000株

単元未満株式の買取り 　

　　取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

　　株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

　　取次所 ―

　　買取手数料 無料

公告掲載方法
当会社の公告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

（ホームページアドレス　http://www.chemi-con.co.jp/koukoku/)

株主に対する特典 なし

（注）当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、会社法第166条第１項に掲げる

権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を有

しておりません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には親会社等はありません。

　

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1)有価証券報告書
及びその添付書類
並びに確認書

　 事業年度
(第63期)

　 自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

　 平成22年６月29日
関東財務局長へ提出。
 

　 　 　 　 　 　 　 　
(2)内部統制報告書

及びその添付書類
　 事業年度
(第63期)

　 自　平成21年４月１日
至　平成22年３月31日

　 平成22年６月29日
関東財務局長へ提出。

　 　 　 　 　 　 　 　
(3)四半期報告書及び確

認書
　 第64期
第１四半期

　 自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日

　 平成22年８月11日
関東財務局長へ提出。

　 　 　 第64期
第２四半期

　 自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日

　 平成22年11月12日
関東財務局長へ提出。

　 　 　 第64期
第３四半期

　 自　平成22年10月1日
至　平成22年12月31日

　 平成23年２月14日
関東財務局長へ提出。
 

(4)臨時報告書 　 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条
第２項第９号の２（株主総会における議決
権行使の結果）の規定に基づく臨時報告書

　 平成22年７月２日
関東財務局長へ提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
平成22年６月29日

日本ケミコン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　土　　井　　英　　雄　　㊞

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　香　　山　　　　　良　　㊞

　
　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ケミコン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー

計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本ケミコン株式

会社の平成22年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本ケミコン株式会社が平成22年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

（※）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

　
平成23年６月29日

日本ケミコン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　　木　　博 　 貴　　㊞

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　香　　山　　　　　良　　㊞

　
　

＜財務諸表監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ケミコン株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結

キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行

われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠

して、日本ケミコン株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了す

る連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示している

ものと認める。
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＜内部統制監査＞

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、日本ケミコン株式

会社の平成23年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び

運用並びに内部統制報告書を作成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制

報告書に対する意見を表明することにある。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完

全には防止又は発見することができない可能性がある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠

して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な

虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行わ

れ、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体

としての内部統制報告書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、日本ケミコン株式会社が平成23年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると

表示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の

評価の基準に準拠して、財務報告に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示して

いるものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
　
 

（※）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
平成22年６月29日

日本ケミコン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　土　　井　　英　　雄　　㊞

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　香　　山　　　　　良　　㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ケミコン株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第63期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ケミコン株式会社の平成22年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

（※）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の監査報告書

　
平成23年６月29日

日本ケミコン株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　鈴　　木　　博  　貴　　㊞

　
　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　香　　山　　　　　良　　㊞

　
　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に

掲げられている日本ケミコン株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第64期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。こ

の財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明す

ることにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基

準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監

査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた

見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果と

して意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、日本ケミコン株式会社の平成23年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以　上

　
 

（※）１　上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。

２　財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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